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第 11 日目（９月 11 日） 

○副 議 長（牧野 晶君）  おはようございます。延会前に引き続き本会議を再開いたし

ます。ただいまの出席議員数は 25 名であります。これから本日の会議を開きます。 

なお、関 常幸君から午前中から欠席、小澤 実君から午前 10 時から 12 時頃まで欠席、病

院事業管理者から公務のため欠席の届けが出ておりますので報告いたします。 

〔午前９時 30 分〕 

○副 議 長  ここで、総務部長から発言を求められておりますので、これを許します。総

務部長。 

○総務部長  おはようございます。きょうもまた貴重なお時間を拝借いたしましてまことに

恐縮でございます。皆様も既に新聞等の報道でご存じのこととは思いますが、先般ご報告申し

上げました市が六日町街づくり会社に行いました補助金の支出は違法であるとしまして、市長

に支出した補助金２億 9,000 万円でございますが、市に支払うように求めた市内の男性を原告

といたします住民訴訟の判決が昨日、９月 10 日でございます、新潟地裁でありまして、「補助

金の交付はその目的や市議会での審議が重ねられたことなどを考慮すれば、市長の裁量権の逸

脱や乱用はあったとは言えない」といたしまして、原告の請求を棄却する判決が出されました。

以上、まだ判決文が手元に届いておりませんので、処分の内容のみでございますが、ご報告申

し上げます。ありがとうございました。 

○副 議 長  本日の日程は一般質問とし、一般質問を続行いたします。 

 質問順位 20 番、議席番号 25 番・樋口和人君。 

○樋口和人君  おはようございます。市民の方々におかれましては、傍聴ということで大変

ありがとうございます。広島では大規模な土砂災害によって多くの犠牲者があり、また被災さ

れた多くの方々がいらっしゃいます。心からお悔やみとお見舞いを申し上げるところでありま

す。また、そんな中、昨日からですが北海道、東北あるいは関東地方と広い範囲で豪雨が続い

ております。特に北海道の石狩地方につきましては、大雨特別警報というのが発せられ差し迫

った危険が迫っているとして、最大級の警戒をするようにと呼びかけています。 

一昨年頃まではゲリラ豪雨と言われて、局所的な豪雨が珍しい現象であったのが、昨今では

当たり前のようになってきているということであります。当市におきましても、今は小康状態

でありますが、昨晩あるいはけさもかなり強い雨が降っておりました。いつ豪雨に見舞われ土

砂災害に遭っても不思議ではない状況ということであります。行政の皆さんも大変な中でしょ

うが、市民の皆さんとともに、どうか備えを万全にして防災意識の高揚ということに努めてい

ただければと思っております。 

 それでは通告に従って一般質問を行います。今回は南魚沼市の制度融資の拡充を望むという

ことと、時代を担う子ども・若者の育成支援についてということの２項目について質問をいた

します。 

１ 南魚沼市の制度融資の拡充を望む 

 まず、１項目目の南魚沼市の制度融資の拡充を望むということについてでありますけれども、
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現在でも南魚沼市では、市内の商工業者や中小企業向けに融資の制度あるいは補助金の制度と

いうものがあります。具体的にはですけれども、南魚沼市産業育成資金というのがありますけ

れども、こういったものを設けてそれぞれの育成ですとか支援を行っているわけであります。

もう少し詳しく言いますと、この南魚沼市の産業育成資金でありますけれども、市内に住所ま

たは事業所を有し現に事業を営んでいる法人・個人に対して、個人の中小事業者に 1,000 万円

を限度に、運転資金では５年以内、設備資金では７年以内の期間で、金利についてはいろいろ

と条件がありますけれども、お金を貸しますというものであります。 

さらに、この制度では借入額 1,000 万円以内ですから、まあまあ限度いっぱいでありますけ

れども、1,000 万円以下につきましては信用保証料の 50％を補給しますという形になっており

ます。ですが、当市の制度融資についてはこれ１本ということであって、ちょっと全国的にも

県内、他の市町に比べても、いささか貧弱な気がいたしているところであります。 

こういった背景があった中で、去る６月 10 日に六日町商工会の主催で金融懇談会というもの

が開催されました。六日町商工会の役職員、また市内六日町地区に支店を置く金融機関６行の

支店長と融資の担当者、それから新潟県信用保証協会長岡支店の支店長と担当者、さらには井

口市長、白井産業振興部長、宮田商工観光課長といった方々の出席をいただきまして、各金融

機関の方々から最近の経済の動向ですとか金融の状況、あるいはこれからの経済の見通しなど

について意見交換をいたしたところであります。また、さまざまな提案もなされました。 

また、井口市長におかれましても、この懇談会の意見や提案について積極的な発言ですとか

質問等々をいただいたところであります。そして、その中で市長から商工会と金融機関で具体

的な制度融資について考えてくれというような発言をいただきました。この発言を受けて各金

融機関、それから商工会で協議検討をした結果を、８月 25 日に要望書という形で市長に提出さ

れたものと承知をしております。 

 その内容としてはですけれども、設備投資の促進、空き店舗対策、創業の支援、そしてセー

フティーネットの充実を望むなどでありました。設備投資の促進ということに関してですけれ

ども、設備投資促進制度として投資額が 500 万円以上で、かつ賃金総額を対前年比５％以上増

額させるか、あるいはその計画を有するものに対して、直接事業の用に供するもの、これの固

定資産税を３年間、50％免除をするというものであります。 

また、南魚沼市の設備資金として市内の中小企業者であって、近代化・合理化に必要な機械

設備の導入によって積極的に経営の改善を図るものについて設備資金として 1,000 万円から

3,000 万円まで、これは期間 10 年、3,000 万円から 5,000 万円までは期間 12 年で、金利 1.9％、

保証人については金融機関とするというものであります。 

また、設備資金融資として 300 万円以上 1,000 万円までを対象とするマイナス金利の設備資

金を創設することということが入っておりますが、このことについては新潟産業創造機構の消

費増税対策設備投資緊急促進事業では、1,000 万円以下の借り入れは対象とならないため、300

万円以上 1,000 万円の事業者についての処置として市に制度をお願いするものであります。 

さらに国のものづくり補助金、この採択を受け、その計画における貸し付けに対しては、利
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子の金額と保証料の全額を補給すること、これを要望しています。 

また、空き店舗対策としては、現在市では、自主的出店者支援事業、家賃の補助であります

がこれがありますけれども、この対象業種が小売業・卸売業及びサービス業（飲食店を除く）

となっていますが、この（飲食店を除く）というところを（風俗営業を除く）ということにし

てくださいということであります。さらに飲食店を除くサービス業は、審査を経て対象としま

すということになっていますけれども、飲食店を除くサービス業ではなくて、飲食店について

は審査を経て対象とするというふうにして、これによって対象事業者を大幅に増やしてほしい

ということであります。また空き店舗を活用した事業に対する低利の貸付制度もしくは保証料

の補給制度の創設をお願いしているところであります。 

そして、創業の支援についてでありますけれども、創業ファンドの設立です。これは南魚沼

市、商工会、企業、金融機関が資金を出し合って設立をし、創業において商工会の支援を受け、

経営計画を作成する事業者に対して出資し、創業を支援し、やる気のある人材を皆で育て、市

内に活気を出そう、こういったものです。このファンドが実現しますと、全国でもかなり珍し

い制度でありますし、注目をされることになるかなというふうに思います。さらに金融機関に

対しても、このファンドについてですけれども、経営計画について融資を促しているというと

ころであります。 

 次に創業関連保証制度を利用した制度融資です。市内で事業を開始しようとするもの、また

は開始してから５年未満の中小事業者に対して運転資金で５年、設備資金で７年の期間で、保

証人はこれも金融機関、利率は 2.4％、固定金利で 1,000 万円の融資で 100％の保証料を補給す

るというものです。この制度も商工会に加入し、きちんとその指導を受けること、これによっ

て２年間利子補給を受けられるようにし、創業のときの金利ですとか、いわゆる財政的な負担

を少しでも軽くしようというものであります。 

 最後にセーフティーネットの充実でありますけれども、これにつきましては新たな市の制度

として 2,000 万円の運転資金を７年以内で 1.9％の金利で貸し付け、これは新規だけでなく組み

かえも利用できるような制度としてほしい。このことによって返済の負担が減り、業績の向上

が見込めるというものです。 

こういったものが要望書というような中の主な内容と考えておりますが、こういった制度融

資の拡充についてはやはり市が全力で取り組んでいく、そして今、停滞気味のこの市の経済と

いうものを支えていくということで考えますけれども、積極的に進めていくという考えが市長

にありますか。お伺いするものであります。演壇にての質問を終わります。 

○副 議 長  樋口和人君の質問に対する市長の答弁を求めます。市長。 

○市   長  おはようございます。傍聴の皆さま方、大変ご苦労さまです。ありがとうご

ざいます。 

１ 南魚沼市の制度融資の拡充を望む 

樋口議員のご質問にお答え申し上げます。今、いろいろおっしゃっていただきました。市の

融資制度につきましては、ご承知のように昨年まで南魚沼市地方産業育成資金と市の小規模事
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業者育成資金、この２つがあったわけでありまして、融資対象者の規模に若干の違いはありま

すけれども、限度額あるいは利率、返済期間、条件が全く同じでありました。そういうことか

ら今年度から、利用がほとんどなかった南魚沼市小規模事業者育成資金を廃止させていただき

ました。かわりに新潟県小口○細企業保証制度資金への利用者に対し融資額 300 万円以内は、

信用保証料の補給を 100％補給に引き上げ、そして昨年までの信用保証料補給条件よりもよい条

件での補給を行うようにさせていただいたところであります。 

 この資金につきましては融資限度額は 1,250 万円、利率も固定で 1.95 と市の制度より有利で

あります。それとともに無担保、保証人も法人代表者のみとなっておりまして、融資対象条件

が市の従来の融資制度に比べて条件が非常によくなった、利用しやすいということが特徴であ

ります。その結果が今年度の市の地方産業育成資金の利用者は、７月末までで９件、昨年の 22

件から大きく減少しております。かわりにこの小口○細企業保証制度資金の利用者が 22 件と大

きく増加しておりまして、昨年の融資制度の利用総件数 23 件に対してことしは既に 31 件とい

うことで、多くの方から利用していただいておるところであります。 

 そういう中で、今ほど議員からおっしゃっていただきました６月 10 日の懇談会、そして８月

25 日の要望書ということであります。この内容は今、議員がそれぞれ申し上げたところであり

ますけれども、設備投資に関する要望が４点、空き店舗対策要望が２点、創業支援要望が３点、

セーフティーネット要望が２点、こういうことで数も非常に多くなっておりますし、多岐にわ

たっております。いずれも現在の社会情勢、市の制度を見た中で、商工会と金融機関、あるい

は関係者の皆さんでよく相談をされたすばらしい内容だなと思ったところであります。 

今ちょっと触れましたように要望項目が非常に多い。内容によっては来年度予算からすぐで

きようかということもあるわけでありますが、この条例あるいは要綱の整備を行わなければな

らない。あるいは金融制度の検討が必要なもの、それから補助金としたほうが制度的に運用し

やすいのではないかというように考えられるもの、こういうことで内容検討の方向が非常に多

岐にわたります。今すぐにこの制度については、ああだ、こうだということをご回答申し上げ

ることはできませんけれども、いずれにいたしましても市の産業の育成のための融資制度の拡

充は、非常に重要なことだと思っております。またこの後、商工会あるいは金融機関の皆さん

方と十分意見交換をさせていただきながら、こういう言い方は悪いですけれども、前向きに検

討というのは余り好きな言葉ではありませんが、実施ができるものは実施する方向で検討して

まいりたいと思っておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

○副 議 長  25 番・樋口和人君。 

○樋口和人君  １ 南魚沼市の制度融資の拡充を望む 

今ほど市長から答弁をいただきました。非常に前向きで、ご本人がおっしゃるように、本当

に前向きに考えていっていただくということで、ありがたいなというふうに思っています。 

 この懇談会があったときにそれぞれいろいろな話があって、金融機関はちょっと何かこうと

いうことで、この後すぐに実は北越銀行さんが、商工会の会員であれば自己の貸付金利を普通

の金利よりまた少し下げますよというようなことで、北越銀行と商工会との契約といいますか



 - 5 -

を結んだところであります。ほかの銀行も、今後こういった形で進めていくというような方向

を持っていただいているようであります。こういった地元の中小の商工業者に対して、やはり

市のほうでこうやって皆さんを育てていくんだよ、こうやって活性化していくように行政とし

ても手助けをしていくんだよと、このアピールが非常にまた大切です。そのことによって今少

し停滞をしている市の――少しといいますか、かなり停滞している商店街とかが、また元気を

取り返していくんだと思っています。このことについては、個々それぞれにはまたなかなかい

ろいろ大変な問題ですので、本当に全体的な検討をなされた中で、ぜひ、今の市長の答弁のと

おりに前向きに進んでいただければ大変ありがたいというふうに思っております。そんなこと

で１問目につきましては、これで終わりとさせていただきます。 

２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

 続いて次代を担う子ども・若者の育成支援についてということで伺います。この子ども・若

者の健全育成につきましては、いろいろな施策を講じているわけですが、今後どういった観点

で進めようとしているのかということで伺うものであります。また、平成 21 年に、インターネ

ット・携帯電話による有害情報、出会い系サイトの犯罪被害、いわゆる有害情報の氾濫等の子

ども・若者をめぐる環境の悪化、全国のニート数 84 万人、全国の引きこもり世帯数 32 万世帯、

引きこもり本人の平均年齢が 26.7 歳等のニート、こういった引きこもり・不登校・発達障がい

など、子ども・若者の抱える問題の深刻化で子ども・若者の対象範囲は乳幼児から 30 代までを

広く対象とし、従来の個別分野における縦割り的な対応では限界であるなどの背景を受けて、

総合的な子ども・若者育成支援のための施策を推進するために、子ども・若者育成支援推進法

が制定をされました。 

これを受ける形で南魚沼市では、全国に先駆ける形で子ども・若者育成支援センターが平成

23 年に設立をされました。そして、平成 21 年に不登校の児童・生徒を支援する適応指導教室と、

義務教育における相談を受ける教育相談を柱とした南魚沼市教育支援センターを発足し、その

機能も包含した中で、この子ども・若者育成支援センターについてはさまざまな活動に取り組

んできてもらっているわけであります。 

今までの実績やその活動で見えてきた課題、そして今後活動していく、この施策を進めてい

く上での課題、さらに今後どういった活動を進めていくのか、このことについて伺うものであ

ります。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

樋口議員にお答え申し上げます。この若者の育成支援の中の１番目の今後の子ども・若者の

健全育成施策推進の観点であります。今ほど縷々述べていただきました、子ども・若者の健全

育成につきましては、平成 22 年に施行されました子ども・若者育成支援推進法に基づきまして

施策を進めているところであります。 

この法律、５年後に当たる平成 27 年、来年に見直しが予定されておりまして、それに向けて

国のほうでは、この法律に基づき平成 22 年に策定いたしました子ども・若者育成支援推進大綱
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の総点検を実施して、平成 26 年７月に報告書を公開しております。その報告書に今後取り組む

べき課題と方向性として６項目が提言をされております。 

１つが子ども・若者のライフサイクルを見通した重層的な支援ネットワークの構築、２つ目

が家族に対する支援の充実強化、３つ目が地域における多様な担い手の育成、４つ目が子ども・

若者とメディア、それから企業行動、５つ目が子ども・若者がみずからの心・身体を守ること

ができる力の育成、６つ目が当事者である子ども・若者の参画。まあ言葉で言えばこういうこ

とですけれども、大体国の部分というのはこの程度のことでありまして、具体的な部分という

のはなかなか出てこないわけであります。ただ、これを参考にして今後の施策を進めてまいり

たいとおもっております。 

 平成 15 年に制定されました次世代育成支援対策推進法、これで市に策定が義務づけられまし

た地域行動計画として 17 年３月に「生まれてくれてありがとう 育ててくれてありがとうのま

ちづくり」をテーマに、南魚沼市次世代育成支援行動計画 前期計画を、そして平成 22 年には

後期計画を策定して、地域全体で子育てを支援する体制を構築すべく事業を実施してきたとこ

ろであります。 

この計画によりまして各分野の事業の検証、そして行政関係機関のみならず保護者と地域が

一体となって子育てに向かう体制を構築することが一応できたということで、評価をいただい

ているところでもあります。平成 26 年度はこの当計画の最終年度に当たりますので、事業の成

果を検証して課題を見いだしながら、少子化に対応あるいは健全な発達・南魚沼市に資する事

業これらを進めてまいりたいと思っております。 

 子ども・若者育成支援センターの実績・課題、これからの活動でありますが、このセンター

では義務教育期の教育支援、困難を抱える若者支援、家庭教育支援、青少年健全育成事業、こ

れらを実施してまいりました。主な事業実績として、教育支援では不登校児童・生徒を対象と

した来所相談にさまざまな体験活動を取り入れて、個別グループ、集団へとステップを図りな

がら学校復帰を目指した支援に取り組んでまいりました。また早期発見・早期対応で問題発生

を防ぐべく学校と連携して、学校訪問相談、心の教育相談員の活動、家庭訪問相談これらの取

り組みを行ったところであります。相談の実績数は平成 23 年度で 52 件、平成 24 年度で 54 件、

平成 25 年度ぐんと増えて 71 件ということであります。 

 若者支援ではニート・引きこもり相談、居場所の提供、就労支援、コミュニケーションセミ

ナー、それから心理相談、家族の集い、これらを実施してまいりました。相談・訪問・居場所

利用、延べ件数の合計は平成 23 年で 549、平成 24 年度 988、平成 25 年度が 878――ここはちょ

っと減りました――であります。 

 学校・家庭・地域の連携促進事業として学校支援の地域本部・大崎小学校の「はなさき本部」、

家庭教育支援チーム「だんぼの部屋」を小学校５校に設置いたしました。これは六日町・北辰・

塩沢・浦佐・総合支援、また、放課後に安全安心の場所を提供する放課後子ども教室を実施し

てまいりました。そのほか、発達障がい児等を支援しますユニバーサル・デザイン事業への協

力、青少年健全育成事業として育成指導員会によります街頭の巡回、それから南魚沼市市民会
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議事務局として各地区育成活動の支援・心ゆたかな子育て教室の運営支援・広報誌発行・大会

の実施、勤労青少年ホーム事業として講座の実施・サークル活動の場の提供これらを実施して

きたところであります。 

 今後の課題といたしましては、教育支援ではより多くの児童・生徒を学校に復帰させるとい

うことがまずあげられます。若者支援では、若者の居場所活動から就労活動までさらに細分化

した就労への意識づけ、現場見学、体験支援、これらの方法の開発が課題となっております。

若者の就労に向けたステップアップの仕組みづくり、これを進めるためには、地域・企業の皆

さん方のご理解・ご協力が不可欠であります。また、長期的支援が必要なケースも多くありま

して、相談員の交代あるいは対象年齢を超えた場合など、継続した支援の積み上げが難しい状

況もかいま見えております。さらにセンターで把握しないケース、していないケース、本人も

家族もどこにも相談できずにいる場合、相談せずにいる場合、こういうのがありますケースも

相当隠れていると思われますので実態の把握、あるいはつながらないケースへの検討、情報収

集もやはり大きな課題だろうと思っています。 

 今後の活動では、今まで述べましたこれまでの取り組み、これはずっと継続してまいります

が、センター相談に来られる方々の多くが個々にやはり複雑な事情を抱えておりますので、関

係機関との連携、相談や支援体制の強化、若者の支援の段階に応じたプログラムの開発、これ

らが急務だと認識しているところであります。子どもや若者をめぐる環境悪化が非常にまた深

刻でありまして、教育委員会部局だけでの取り組みは当然もう限界がございます。今後は、当

然ですが、今も市長部局とも連携を図っているわけでありますけれども、より一層の連携強化

を図りながら、市を挙げてのやはり取り組みが必要だというふうにいまは感じているところで

あります。以上であります。 

○副 議 長  25 番・樋口和人君。 

○樋口和人君  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

はい、ご答弁をもらいました。やはり、非常にさまざまな課題を抱えて、さまざまなことに

対処をしてきているということで、子ども・若者育成支援ということは大変な事業なのだな、

というふうに今も市長の答弁を聞いていて感じたところであります。その中で市長も今、子ど

も・若者育成支援センターについては教育委員会部局ですが、今のもちろん市長部局もそうで

すけれども、今後さらに、さらに連携を強くしていくというようなお話もあって、ありがたか

ったなというふうな気持ちでいます。 

そんな中で、少しずつまたちょっと質問をさせていただきますけれども、まず、今現状とし

て子ども・若者育成支援センターの人員――これは何回か質問をさせていただいたこともある

のですが、やはり専門的な知識・経験、あるいは技術といったものを持った方々、この方たち

がやはりきちんとした形でここにいるということが大切なのかなというふうな気がします。今、

現状ではほとんど専門的な知識・経験を持った方々が臨時職員という形でいらっしゃるわけで

すが、このことについて市長の所見をお伺いしたいと思います。 

○議   長  市長。 
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○市   長  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

この４月からだったか、からご承知のように臨床心理士の資格を持った方を採用させていた

だいて……（「去年」と叫ぶ者あり）去年だ。これはそういう資格を持った方をここに配置をさ

せていただいて、強化を図っているところであります。臨時の皆さんというのは、ご承知のよ

うにそれぞれの分野で、ごく専門性ということではないですけれども、経験豊かな皆さん方を

お願いしてやっておりまして、この臨床心理士のほかにではどういう専門性を持った、そうい

うことを持った方が必要なのかというのが、なかなか私も把握できませんし、どういう資格を

持ったとしても、これだけ多種多様ですとなかなかそこに全て専門の正職員を配置できるとい

う状況にはないわけであります。どうしてもやはりある程度ボランティア、そして地域の皆さ

ん方のご協力、このことが必要不可欠であるということを今、申し上げたわけであります。本

当に多様化しておりまして、もう子ども・若者といいますけれども、若者の定義が簡単に言う

と 40、50 まで及ぶこともありまして難しい。非常に難しいということは実感しております。そ

の専門職の配置については、必要不可欠の部分がきちんと出るとすれば、それは考えていかな

ければなりませんが、そういう部分では今のところ専門的な部分が欠けているからということ

はそうないような気が私はいたしておりますが、議員はいかがお考えでしょうか。 

○議   長  25 番・樋口和人君。 

○樋口和人君  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

臨床心理士という方をきちんと配置していただいたということですが、先ほど市長の答弁の

中にちょっとあったわけですけれども、いわゆる相談業務というところで、相談員の方々が担

当がかわっていくと、またそこから新たに構築して大変だというようなお話もありました。そ

ういった相談をするというのは、ある程度やはり経験ですとか、相手の方との信頼関係をつく

っていくということで、やはりなかなか非常に専門的と言えば専門的です。こういった方々を

時間的な部分で、どうしても相談業務というと午後とかという形になるので、この方たちを１

日というのは難しいところだと思いますし、また、正職というのも難しいことなのだと思って

います。今、例えばこれがうまくいくかどうかは別として、学童保育の指導員さんですとか、

あるいは児童館、そういったところの指導をなさる方だとかと連携をさせながら、１日勤めて

そこそこの金額をきちんとその方たちが受け取って、生活ができるようなことも考えていく。

それも市で雇用というと、またなかなかそういった方々を試験をしてからということになると

難しい。どこかの今言った社会福祉協議会とかに所属をしていただいて、そこから派遣をして

いただくとか、そういった方法もあると思うのです。こういった臨時の方々のお金といいます

か、賃金の保証みたいなことについてはいかがお考えでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

今、議員からおっしゃっていただきましたように、例えば学童保育の皆さんもそうですけれ

ども、限られた時間帯の部分ということで、非常にそこに協力しようという方が限られている

ということが実態であります。それを複合的に絡み合わせながらやっていけるということが見
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えれば、これは願ってもないことであります。１つ私が懸念いたしておりますのは、この相談

業務的な部分でありますけれども、非常に今一生懸命やっていただいている方々も、やはり

一・・・ある方たちがほとんどでありまして、なかなかあちらにこちらにという部分も含めて

難しいなという気がします。ですが、これはいいご提案でありますので、そういうことを複合

的に組み合わせて１日の労働ができる。労働といいますか勤めができるという形が取れれば、

これは我々にとってもありがたいことだと思っておりますので、検討はしていかなければなら

ないと思っております。 

○議   長  25 番・樋口和人君。 

○樋口和人君  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

これは本当になるかならないかということなのでしょうけれども、実際相談業務をするため

に学童ですとか児童館の実践の場で、子どもたちとまたいろいろ触れ合ったり実際を見て、そ

れを相談に生かすと、あるいは相談業務をまた指導のほうに生かすということで、うまくいけ

ばいいなというふうに思っています。ぜひ、またこの辺はそれぞれご検討いただければありが

たいなというふうに思っています。 

 今、ニートの子ども・若者が、非常に年齢の高いところまでいるということですが、やはり

今こういった子どもたちというのか、この間の高校の問題もありますけれども、結局高校へ行

かなくてそういった子どもたちの就職支援というのが、多分非常に大切だし難しいのかなとい

うふうに思っています。学校も中学卒業ということになってしまうとそれなりの資格もない。

あるいはということでなかなか就職に大変だと。ここもここの子若センターで、ある意味面倒

を見てくれるということですが、そこへ行く前、やはり小さい時期にいかに子どもたちの相談

に乗って、あるいは家庭の相談に乗って、その子たちを救い上げていくかと思うのです。ここ

ら辺について、やはり、今どんどん増えているということですので、そこら辺、何かひとつ、

子どもが小さいときに社会についてこうだとか、あるいは勉強していくこと、学校ということ

はこういうものだとかと、その辺の観念的なところの教育ですよね。道徳教育というのか、そ

の辺については、今どういった考えを持って、いわゆる教育としてどういった考えを持ってい

るのかをお聞かせ願いたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

今この現代社会の中で、志を持って中学を卒業した時点で職に就くという方については、こ

れはすばらしいことだと思っております。しかし、高校に行きたかったけれども行けなかった、

それがゆえにその後の行動が非常に散漫になったり、あるいは社会に失望したりということが

たくさん確か出ているわけであります。また、高校に入ってもその中になじめなかったり、中

学や小学校からいじめもあるわけです。こういうことをどんどん繰り返していくということに

なりますと、本当に大変なことであります。 

 ニート支援――ニートに限ったことではありませんが、今その方面を、夢想舎から協力をい

ただきながら、我々も支援をしながらやっているわけであります。前にも申し上げましたけれ



 - 10 -

ども、この地域の子どもだけではない。この地域の子どもが少ないのですね。他地域から入っ

てきてそこにいらっしゃる皆さん方に、我が市が支援をしなければならない。これはおかしい

から国か県できちんとやるようにということは、ずっと言ってきているのですけれども、なか

なか実現しません。 

きのう安倍総理が、東京かどこかのニート支援のそこを訪れて、国でしっかり支援をしてい

くと言ったそうです。そういうふうに、全国どこからおいでいただいても、それが設置をして

ある市町村が負担をみんなかぶらなければならないなどという話は、実際おかしいわけですの

で、この制度の改正といいますか、改革はもっと訴えていかなければなりません。ですが、も

とが今議員がおっしゃったように、小さいときからです。今、道徳教育ということも入ってき

ているのでしょうが、教育内容のことについて私が来年の４月以降になれば言及いたしますけ

れども、今は言及できませんので、教育長にこの部分については答弁させます。 

○副 議 長  教育長。 

○教 育 長  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

今ほどご指摘のように、小学校に入るときに既に家庭、その中で子どもたちがある程度の力

をつけてくるということについては同感でございますし、今その方向で子育て支援課、それか

らＵＤモデル園事業ということで、ほかの地域に先駆けて進んでいるつもりでありますが、ま

だまだ足りない部分があります。先ほど市長も言いましたように、市長部局と教育委員会部局

でその部分についてさらに精力的に進めていきたいというふうに思っております。 

○副 議 長  25 番・樋口和人君。 

○樋口和人君  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

実は、うちの会社に子若センターのほうから、ニートといいますか就職していない若者につ

いて、仕事のあり方とかありようについて講演というかお話をしてくれということで、これは

私の弟のほうでまかっています。今言ったように、ある程度年になった方々に、私どもがお話

をしても、これはなかなか伝わらないし、伝えるのも難しい。それにはやはりある程度の専門

的な方々なりが、きちんと行ってお話――これは地元のボランティアということを意識して私

どもに来たのか、あるいは予算の関係で私どもに振ってきたのかはわかりませんけれども、こ

の辺の予算的な部分では、いわゆる子ども・若者を支援していくのに十分な予算組をされてい

るか、ちょっとお聞かせください。お願いしたいと思います。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

樋口鉄工所さんをお願いしたのは、最適任者であるということで、予算とかそういうことに

関係はないものだと私は思っております。予算につきましてはこのことばかりではなくて、全

てみんな 100％という部分というのはほとんどありません。やはり上げてきて、それを査定して

やるということが入ってきますので、個々の小さい部門ではこれでいいという部分もあるかも

わかりませんが、教育問題等に関しても全ての要求を全部満たすということは、なかなかでき

得ない状況であります。その辺は教育委員会がこの予算でいいのだというふうに感じているか
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否か、これは私が答えることではありませんので、教育長に答弁をさせます。 

○副 議 長  教育長。 

○教 育 長  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

幾らあってもお金というのは足りるということはございません。我々は毎年度予算協議をし

て、与えられた予算の中で精いっぱいやっていきたいなと思っておりますし、１年間を振り返

って足りない部分については、新年度予算の中でまた要求してまいりたいというふうに思って

おります。極端に足りないというふうに思っているわけではありません。はい、以上です。 

〔「無理しないでいいぞ」と叫ぶ者あり〕 

○副 議 長  25 番・樋口和人君。 

○樋口和人君  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

それぞれ工夫をした中で、それから連携をした中で、子ども・若者のこういった諸問題に対

して一丸となって進んでいっていただいているというお話を聞きました。 

 その中で、先ほど市長の話の一番最初の答弁にもあったわけですけれども、子育て親育ちレ

インボープラン「生まれてくれてありがとう 育ててくれてありがとう」このレインボープラ

ンの中に沿った形も含めて、今の子若センターといいますか、こちらのほうにも意を注いでい

るのだということでお話がありました。それで、このいわゆるレインボープランのほうも見ま

すと、この中にＡＬＴの充実ですとか、学校同士の交流ですとか、今言った子どもたちの発達

のためにということで入っています。こちらは今の福祉のほうの関係でできている支援の行動

計画ということでありますし、今、子ども・若者育成支援センターについては、今までずっと

お話のように教育委員会部門で話が進んでいるというかと思っています。 

今までも連携をしているし、これからも強い連携を取っていくのだということでありますけ

れども、やはり教育委員会と福祉の部門は、場所がもう違うということもあります。そんな中

で今後、これを子育て支援の部門について教育委員会部門のほうに入れると、いわゆる機構改

革といいますが、このことについてはどんなお考えをお持ちかをお聞かせをお願いいたします。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

今、議員のおっしゃったことは、子ども・若者育成支援センターを立ち上げるときにも、当

時の教育長あるいは教育委員会の皆さんと相当協議をいたしました。市長部局に全部持ってい

ったらどうかとか、あるいはいまおっしゃったように、子育て支援課といいますかこの部分を

教育委員会部局にやったらどうか。いろいろ議論がございましたが、結果としては今こうなっ

ているわけであります。 

部局が分かれているから連携がしづらいという部分がもしあるとすれば、何らかの形は考え

なければなりませんが、それはそれとして、来年ご承知のように教育委員会の法律が相当大き

く変わりますので、そういう中で総合的に、これはもう今度は市長が教育のほうにも総合的な

部分で、別に押しつけをするとかそういうことでなくて、計画も立てられるということであり

ます。その法案の内容を精査させていただいて、どちらかと言えばそれは１つのところがいい
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わけですね。ですので、その辺をきちんと検討しなければならない。 

会議を招集していろいろ教育方針を決めたりとかということがあるようでありますので、そ

ういう中に諮るのか、もう最初からどちらかに押しつける――押しつけるではなくて、統合す

るのかということもありますけれども、十分現実を直視しながらよりよい方向でやっていけれ

ばと思っております。どちらにどうだということは今、申し上げられませんが、いいことは１

つの部局、部署、この中で系統だってやっていただいたほうがいいのだという気持ちは持って

おります。 

○副 議 長  25 番・樋口和人君。 

○樋口和人君  ２ 次代を担う子ども・若者の育成支援について 

本当に何ていいますか、子どもから若者までこの育成支援で、育成していく、教育していく

というのは、本当に大変なことなのだと思います。今の子ども・若者育成支援センターについ

ても平成 23 年に設立して、まあこう言ってはあれですけれども、ある意味手探りの状態でここ

までかなり進んできて、それなりの成果をつくっていただいているものだと思っています。 

そんな中、先ほども話をしましたけれども、やはり年齢が高くなってからいろいろなことを

変えていく、生活習慣を変えていくというのは、非常に難しいことなのだろうなと思っていま

す。そういった意味では、それこそゼロ歳から、ある程度の年齢になるまでの若いというか小

さいうちからの教育の積み上げ、まさに教えて育てていくというこのことが、一貫していくと

いうことが非常に大切だなというふうに思っています。 

そんな意味合いを持って、今それぞれ市長から答弁をいただきました。あるいは教育長から

も答弁をいただきましたけれども、ぜひ、南魚沼市の子ども・若者、あるいはこの子たちがき

ちんと育つことが、大人になってから南魚沼市の将来をきちんと担っていってくれる、こうい

うふうに思っております。そんな観点あるいは意味合いで、皆さま方からぜひ子どもたちのた

めに、あるいは今言った市のために、また一層のご尽力をいただくことをお願いをして、終わ

らせていただきます。ありがとうございました。 

○副 議 長  質問順位 21 番、議席番号 23 番・阿部久夫君。 

○阿部久夫君  改めましておはようございます。いよいよ一般質問４日目ということで、あ

と残すところ３人になりましたが、最後までひとつよろしくお願いいたします。 

地域医療について 

 それでは通告に従いまして一般質問をさせていただきます。今回地域医療ということであり

ますが、この間、地域医療調査特別委員会、また一般質問等で多くの議員の皆さん方が、耳に

タコができるほど地域医療というものを質問し、また答弁がなされてきました。今回私はなぜ

地域医療ということの質問をする気になったと言いますと、今回７月に佐賀県の武雄市のほう

に視察に行ってきました。それと中越地区の議員研修会、藤原先生の基調講演がありました。

そのもとにまたどうしてもこの病院経営と医師確保というものは非常に厳しい問題だなと、そ

ういう思いで改めて今回の質問をすることになりました。そういったことでよろしくお願いし

ますが、４点質問をさせていただきます。 
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 １点目でありますが、基幹病院も工事が順調に進み、平成 27 年６月の開院も間近に迫り、市

民の期待が非常に大きい。また、新市立病院も工事が着手され順調に進んでおり、一段と大き

な期待が高まっていります。一番そこで心配されるのはやはり、先ほど言いましたように医療

スタッフである。この間、多くの議員が質問しておりますが、現段階での見通しと、誰が責任

を持って動くのかを、まず１点伺います。 

 続きまして２点目でありますが、今後２つの市立病院が存在する中で、これまで大和病院が

築き上げてきた地域包括医療を継承し、在宅医療、終末医療、高齢者医療の充実を図り、周辺

医療機関と連携し地域に密着した医療を予定すると書いてありますけれども、新市立病院にも

きちんとこのことが引き継がれるのか、この点について伺います。 

 ３点目でありますが、地域医療を支えるには、地域住民の保健、医療の向上、福祉の増進を

包括的に支援することの目的である地域包括支援センターを中核として位置づけ、訪問介護、

在宅医療などを一体化し、地域包括支援センターの位置づけについてもお伺いいたします。 

 ４点目でありますが、これからは総合診療科の時代がやってくると言われます。魚沼基幹病

院も総合診療医の育成も行われます。高齢化率の高い当市でも幾つかの病気を合併している方

が多くおります。患者は総合的な医療診断が必要になってくると思います。新市立病院にはぜ

ひ総合診療部門を設けるべきと思いますが、どのような認識をお持ちであるのか伺います。 

以上４点、檀上からの質問をさせていただきます。 

○副 議 長  阿部久夫君の質問に対する市長の答弁を求めます。市長。 

○市   長  地域医療について 

阿部議員の質問にお答え申し上げます。地域医療の中でのこの医師・医療スタッフの現段階

での見通し、最終的に誰が責任を持つのかということであります。今おっしゃっていただきま

した医療再編が来年度、来年に迫る中で医師確保につきまして、今現在ゆきぐに大和病院では、

関係大学、病院、機関あるいは個人に対して、宮永院長管理者を先頭に組織的な取り組みを行

っております。特に自治医科大学本院をはじめ、自治医科大附属さいたま医療センター・北里

大学病院、これには精力的に医師派遣の要請を行っているところであります。 

このような取り組みの中で、再編後の市民病院、初代院長には、自治医科大学附属さいたま

医療センター教授の田部井先生を内定させていただき、より一層自治医科大学との関係強化を

図ってまいりたいと考えているところであります。また、新ゆきぐに大和病院の院長、これは

まだ大和のほうですけれども、現松島副院長を内定させていただきました。現段階での医師確

保の見通しにつきましては、楽観はできませんけれども、当初計画をしておりました常勤数に

近づけていけるものと考えているところであります。また、非常勤医師につきましては、医療

再編の状況を説明しながら、引き続き支援いただけるよう協議を進めております。 

医療スタッフにつきましては、看護師、薬剤師は募集を行っておりますが、これがなかなか

思うにまかせない状況であります。特に看護師につきましては、県立六日町病院から透析患者

を引き受けることになるということのために、人工透析医療を経験した看護師の派遣を今、県

病院局へお願いしておりますけれども、はっきりとした返答はいただいておりません。 
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当然医療再編が行われる中で、基幹病院が６月１日に開院したといたしますと、やはり最低

でも２か月から３か月の間は再編に伴うそれぞれのことがあるわけでありますので、特にこの

期間中については県あるいは基幹病院の関係、そして市、本当に連携をして取り組んでいかな

ければならないと思っております。透析患者の皆さん方の非常に心配されております、今、透

析を受けて指導していただいている看護師さん、あるいは先生が急にいなくなるようなことだ

けは絶対にしないでくれというようなことも、要望としてお受けいただいておりますので、県

とも今その協議は進めているところであります。 

 それから、医療再編の中で基幹病院と魚沼市立の小出病院これもあります。不足する医療ス

タッフの募集が行われておりまして、非常に今、取り合い的な部分があります。医師と医師ス

タッフの確保は病院サイドだけではなかなか難しい状況であります。私も当然ここに行ってほ

しいとかそういう要請があれば、先頭に立って行ってまいりますし、今、県当局との協議、交

渉あるいは城内診療所の職員調整、これは私が先頭に立ってやらせていただいております。医

師確保、それから技術スタッフの確保、これは病院事業管理者の宮永先生を先頭に病院サイド

でまずは第一義的に取り組んで、我々はバックアップ体制をするということでありますし、先

ほど触れました必要な場面があれば直接対応してスタッフ確保に取り組んでまいりたいと思っ

ております。 

とにかく、市民の皆さん方のよりどころの病院として安心・安全な医療を提供していくため

に議員の皆さん方からもまたご支援をいただければありがたいと思っております。 

 「責任は」と言われますと、最終的なことは全て私になりますので、最終責任は私というこ

とであります。 

 大和病院の伝統、地域包括医療、これは新市立にも引き継がれるかということであります。

ご承知のようにこの新しい病院では、これまでゆきぐに大和病院が取り組み、実践してきた保

険・医療・福祉・介護この連携によります地域包括医療の機能を構築するということです。１

次・２次医療と人工透析医療の充実、リハビリテーション機能の強化で市民の皆さんへ、安心・

安全の医療を提供するというふうにうたっております。 

それから、訪問介護ステーションの併設を予定しておりますので、新しい市民病院とゆきぐ

に大和病院及び周辺病院、かかりつけ医とが連携した地域医療が重要となるわけであります。

２つの市立病院と周辺の開業医・医療機関・介護施設これらと機能分担を図りながら、お互い

が連携するということも当然重要でありますので、このことによりまして在宅医療・在宅介護

を支える体制の充実を図るということにしております。当然、ゆきぐに大和病院の理念はここ

にきちんと引き継がれるということであります。 

 包括支援センターであります。この在宅医療・在宅介護の充実を図る上で、２つの市立病院

と周辺の開業医それら関係機関との機能分担が必要ということは先ほど申し上げました。お互

いに連携を図りながら、顔の見える関係をつくり上げていかなければならないと思っておりま

す。 

地域の求める医療ニーズに対して、連携して患者やその家族を支える体制が必要だと。平成
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25 年度に南魚沼地域振興局が中心となりまして、南魚沼地域在宅医療連絡協議会が発足いたし

ました。介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で最後まで自分らしい生活ができる、こ

のために医療・介護等さまざまなサービスが一体的に提供されます地域包括システムの構築を

目指しまして今、協議を進めております。関係機関の顔の見える関係の構築が非常に大切だと

いうことでこれは協議会でも確認をされているところであります。 

 一方、この介護保険制度が大きく変わる中で、介護と医療の連携強化が求められております。

特に地域包括ケアシステムの構築に不可欠な在宅医療を中心に医療との連携を今、進めている

ところであります。我々団塊の世代が 75 歳以上となります 2025 年を見据えまして、高齢者が

可能な限り住み慣れた地域で、先ほど触れました自分らしい生活、暮らしを営むことができる

ように医療・介護・予防・住まい・生活支援これを一体的に提供いたします地域包括ケアシス

テムを、第６期からの高齢者福祉計画・介護保険事業計画で位置づけてまいる。来年からこの

６期が始まります。今後、地域包括支援センターが中心となりまして、このケアシステムの相

談業務あるいはサービスのコーディネートを分野と協力しながら、今、進めてまいりたいと思

っております。 

 総合診療部門であります。確かに頭が痛いし、せきは出るし、腹は痛いしといろいろな症状

が一気に出るという方もあるわけでありまして、どこに行けばいいかわからない。これは確か

にそのとおりでありまして、この総合診療というのは非常に大切なことになってくるだろうと

思っております。平成 29 年度に始まります新専門医療制度に新しく総合診療医が専門医として

加わることに決定しております。これは平成 29 年度からですね。現在、自治医科大学の作成し

ます総合診療専門研究の研修施設にゆきぐに大和病院が指定されておりまして、自治医科大附

属埼玉医療支援センターの研修施設としても近い将来位置づけられる見込みということになっ

ております。 

ゆきぐに大和病院が関係医療機関とともに独自に研修施設になりますプログラムを学会に今

申請中でありまして、来春から実施できる見込みとなっております。議員ご指摘のようにこの

設置は非常に大切であります。必要でありますが、いまこの新市立病院の規模で医師の数もご

ざいますので、直ちにこれが設置ということにはなりませんけれども、こういう診療を行える

能力のある医師の確保は当然最重要だと思っております。それこそ基幹病院も含めた地域医療

関係と連携をしながら、なるべく早くこういう総合診療部門が設けられるように努力していか

なければならないと思っております。以上です。 

○副 議 長  23 番・阿部久夫君。 

○阿部久夫君  地域医療について 

それでは、最初の１点目からお聞きします。先ほど武雄市のほうに視察に行ってきたという

お話をしました。先ほどの市長の答弁から見ますと、非常に先生方が宮永先生を中心に努力し

ていると、本当にありがたいことだと思っています。そうした中でちょっと水を差すような質

問ですけれども、武雄市に行ったとき、武雄市の病院が、私たちの目的は図書館と病院だった

のですが、病院の問題を聞いた中で、市長も初めて当選したときに一番問題になったのが、や
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はり病院問題だそうです。２億円からの赤字がある。その原因は何といっても医師が少ない。

そして、制度が変わった、臨床研修制度が変わったということで、佐賀大学から派遣される医

師が非常に年々減っている。これは何とかしなければだめだということで、市長も病院の改革

をし、とにかく市民病院から入院を移すという運動をして、そのときリコール運動が始まり、

市長みずから辞職をして、再度その病院問題について選挙をした。その結果、当選して今の病

院になっているわけであります。 

そのとき、今までは赤字だったが、一応固定資産税は――民営化になっていろいろ市に入る

お金が約１億円だそうです。そういった一番はお金の問題ではないのですけれども、やはりこ

の病院経営というものは、医師がいないことにはもう何が何でも経営が成り立たない、また患

者さんも診てもらえない、これはもう基本であります。そうした中で、また藤原先生の講演も

ありました。この中でこれがそうなのですが、医者だって議員だって病気になるということで、

藤原先生もこの魚沼圏内で医師を確保することは非常に大変だと、そのように言っています。 

医師が多いのは、やはり京都、東京が一番多いのですが、新潟県は 44 位だそうです。10 万人

に対して 177.2、全国平均だと 219 人だそうです。京都の場合は 286 人で１位ですから、東京都

は 285.4。その中でまた南魚沼市は、新潟県内でも 10 万人当たりですけれども、一番医師が少

ないのです。南魚沼市が 110.3 なのです。十日町市が 122、魚沼市が 124、小千谷市が 116.6 と

いうことでもって、この南魚沼市はどういうわけか医師の確保は非常に大変だというようなお

話をしていました。 

そうした中で宮永先生を中心的にやっております。やはり、先生も病院長として、また患者

さんを診たり、そういった経営の問題もあります。なかなか病院事務管理者もいますけれども、

非常になかなか私は大変だと思うのですよね。これから、また基幹病院ができて、新しい病院

ができて、新しい院長が出ますから、それは今市長からお話を聞きましたから一応安心はして

いるのです。今後、医師確保をしていくためには、市長も先頭に立って動くと言っていますけ

れども、やはり誰か専門の、本当に明るいような人を１人設けるとか。そして、できるだけ先

生の負担を少なくしていくと、そういった方法も１つの大事なものではないかなと思いますけ

れども、市長、その点についてもう一度お願いします。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  地域医療について 

医師の確保につきましては、今ほど議員がおっしゃっていただいたように、東京や中心的な

部分を除けば、どこも大変な状況、これは十分承知しております。先ほど触れましたように、

大和病院の今までのつき合いという中で、自治医科大あるいは北里、ここが一番有望でありま

す。田部井先生が来年からおいでいただくということになりまして、結びつきがなお一層強く

なりますので、その効果は相当出るだろうと思っているところであります。 

宮永事業管理者が当然医師であり、そして管理者でありということであります。これは別個

に例えば医師確保専門の方ということになりましても、医師確保の道筋や人脈というのは、ほ

とんど医師でなければ――我々が簡単にそこらへ飛び込んでお医者さんを出してくださいとい
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うことが、なかなかしても効果がありません。ですから、やはり医師でないとなかなかこれは

成果は上がらないものだと思っております。ですので、宮永先生は非常に厳しい状況でありま

すけれども、今ご活躍いただいているわけでありますし、弱音も吐きませんので、このままで

すね馬車馬のごとく突っ走ってもらおうと思って今やっているわけであります。過度の負担に

なるということがきちんとある程度出てくれば、それはまた考えなければなりませんが、そこ

までの状況ではないということで認識しております。 

とりあえずはこの新しい病院ができあがって、稼働して、そしてそこでまで当然医師の数も

100％の充足ではないわけであります。そういうことで、さっき議員から触れていただきました

この魚沼地区は、県内でも一番医師数が少ない。こういうことも支援するために、基幹病院が

魚沼地域に建っているわけであります。この基幹病院からの医師の派遣、これも我々にとって

も大きな希望でありますし、当然基幹病院の１つの使命でもあります。自治医科大あるいは北

里大学、そして新潟大学、基幹病院、これらときちんと連携を強める中で、必要な医師の確保

をとにかく目指していくということで、ひとつご理解をいただきたいと思っております。 

○副 議 長  23 番・阿部久夫君。 

○阿部久夫君  地域医療について 

１点目は、宮永先生から本当に頑張っていただいて、とにかく我々市民が安心して医療を受

けられると、そういうふうに私も応援したいと思っています。 

 ２点目も同じような質問になるのですが、今回この病院だよりに、医療再編の市立病院につ

いてというのが載っています。この六日町の新しい病院とゆきぐに大和病院の今後のことが書

いてあります。本当に今まで大和病院がやってきた昭和 59 年から約 40 年近く、やはり地域の

皆さん方から親しまれた病院であって、そしてやってきたのだと、そういうふうに私は思って

います。 

そうした中で今後２つの市立病院ができて、在宅医療・終末医療を最後までやっていくと、

これは我々市民にとっては本当にありがたいことなのです。そのための市民病院でありますの

で、ぜひそうしてやっていただきたいと思っています。けれども、今回冒頭、初日の同僚議員

も言いましたが、社説の中で医療の抑制というものが、私はやはりこれを見て本当に大変だな

と。このままだと、平成 13 年度は医療費 39 兆 3,000 億円だそうです。それが年々増えて平成

14 年度には 40 兆円になり、団塊世代――我々がそうです――が 75 歳となる平成 25 年に 60 兆

円を超えると言われています、と書いてあります。 

そうした中で、政府は地域目標を設定することは地方に抑制圧力をかけ、必要な地域が受け

られなくなる恐れがあるというふうに書いてありますが、やはりこれだけの医療費の中でこれ

から医師確保を頑張っていただいて、２つあるが、これから我々の団塊世代のどんどん高齢者

が増えている中で、やはり当然、両方をやっていただかなければならないのです。大和の皆さ

んが六日町に来るにも大変、我々が大和に行くにも大変。やはりきちんと２つの病院が本当に

機能して、在宅医療・終末医療で最後まで面倒をみていただくというふうな中で、こういった

記事が出たわけであります。市長は改めて、やっていかれると、大丈夫だと――市長も来年に
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なればあと残すところ１年になりますよ。私は市長からずっとやっていただければ、恐らく心

配ないのだろうというふうに思うのですけれども、そういったきちんとした決意というものが、

はやりこれから必要だと思うのです。そこの点についてもう一度お願いいたします。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  地域医療について 

医療費の増大といいますかこれは介護も同じでありまして、今のままのベースでどんどん進

めば、さっきおっしゃったようにもう 60 兆円。60 兆円などという医療費が、本当にどこから捻

出されるのだろうかと思うくらいになるわけであります。そこで、抑制するというのは、当然

患者さんも、年寄りだから自分は１割負担が当たり前だという考え方を持ってもらっては困る

わけでありまして、２割あるいは３割とこの負担は避けられないと私は思っております。 

そして、簡単に言いますと、くそっ皮むいたから病院に行かなければならない、とそういう

こともやはり少しは改めていただかなければならない。それが医療の抑制につながるというの

であれば抑制でしょうが、本当に自分で体調が悪くてそれを我慢しろなんてことは、国も我々

も言うつもりはございません。ですので、適度な医療機関の受診というのは、これはきちんと

やっていただくということだろうと思っております。 

そこで、大和病院が今、議員からおっしゃっていただいたように、長年にわたって築き上げ

てきましたこの伝統、そして、この医療体制全国に名をはせたわけであります。それはきちん

と基幹病院のほうにもその精神を注入してもらいたいということは、我々も知事から受けてお

ります。もちろん市立病院でありますから、それはきちんと受け継がれて、新しい市立病院と

大和病院の中でそれを共有してやっていくということであります。 

ただ、医療環境が、大きく変わる可能性もあります。と言いますのは、大病院、例えばうち

のほうで言えば基幹病院ですけれども、一般外来的なものは余り受けつけないということを聞

いたわけでありますけれども、初診料を例えば１万円程度払えばそれを受けてもいいよという

ような方向に変わってきつつあります。 

そこで、基幹病院そのものが、１次外来から全部やりますよということになりますと、大和

病院がではどういう役割を果たせるのか、これはきちんと考えていかなければなりません。た

びたび申し上げておりますように、大和病院の部分については 40 床でまずはスタートして、そ

の後基幹病院との連携の中で、本当に求められる大和病院の医療はどこにあるのか、これをき

ちんと確認しながら新しい大和病院の姿を見つけましょう、ということを申し上げております。 

それは平成 27 年開院ですから平成 28 年に見えるのか、平成 29 年になるのかはわかりません

が、私も任期は 28 年であります。それ以降のことについて、もうそれで終わりだと言う方もい

ますしいろいろありますが、これはまあこちらへ置いて。自分のまずは任期のうちは責任を持

ってこのことを成し遂げていくということでご理解いただきたいと思います。 

○副 議 長  23 番・阿部久夫君。 

○阿部久夫君  地域医療について 

はい、市長のその意気込みはわかりました。しかし、今後、地域医療が非常にめざましく変
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わってきます。やっぱり魚沼基幹病院も開院してみなければわかりませんけれども、１次医療

を受けるなんていうことは、まずしないでほしいと私は思っています。やはり、市民病院をき

ちんとした中で、そこで見た中で、基幹病院は２次、３次をきちんとやっていただくというよ

うな――そうして全部全てやってしまうと、１次医療でやっている開業医だとかそういった方

も非常に、私は個人的にはそう思っています。こうした市長が平成 28 年まで任期中はしっかり

やると言うのですから、ぜひ、その方向で間違いのない地域医療を２つの病院でやっていただ

きたい。これで２番は終わって、３番目にいきます。 

 地域包括センターでございます。うちの家庭の話になりますが、私も両親は 93 歳と 90 歳で

２人ともおかげで健在、元気でありますし、おやじのほうはそれこそ４年くらい前ですか、介

護認定を受けて１週間に２度デイサービスのほうへお世話になっています。お袋のほうは元気

でうちの家事仕事をたまにやるくらい、非常にありがたい。そうやってやはり両親が元気でい

られるから、私もいつもこうして議員をやったりいろいろなことをしていられるということで、

親にはありがとうとは言いませんけれども、ありがたいなとは思っています。 

そうした中でこの包括センターが、また、包括センター、社会福祉協議会、デイケア、特養

と、非常に連携がうまくいってやっているというようなお話を聞いております。今はいいので

すよ。先ほどちょっと市長もお話しましたように、これから 2025 年問題が出てきます。これは

日本が変わる、地域包括システム、これは 2025 年には 75 歳以上が 800 万人、これは市長もわ

かっていると思いますけれども、高齢者世帯が 20％から 26％、うちなんかそれ以上になると思

いますけれども。それに 2050 年には今までの介護を支えているのが 1.2 人に１人になると。そ

ういう統計がやはり出ています。 

そうしたとき、私の近くにも、介護をしながら仕事ができないで、そうして両親を支えてい

る方が多くいます。これから、我々もそうでありますけれども、年々年をとってくれば病気に

もなる、私も病気であちらこちら医者に通う機会が非常に多くなっているのですが、この包括

システムがまた今後、今のやり方――この前の資料をいただきましたら、臨時を入れても全員

で 17 名で今はやっていますね。果たして、委託をしないでこのまま今の包括システムでやって

いかれるのかなと私はちょっと疑問に思って、この包括センターの質問をさせていただいたの

です。 

これからの若い人は、きちんと仕事ができるシステムにしていただかなければ、やはり大変

な問題にもなる。それにはこの地域包括センターがきちんとした土台と言っては悪いけれども、

きちんとした中で取り組んでいかなければ、今後大変だなというふうに思っているのですが、

もう一度その点について市長、お願いします。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  地域医療について 

これは議員のおっしゃるとおりでありまして、大変なのです。それで介護施設そのものを、

もうちょっとはつくりますけれども、もうどんどんつくるという状況ではないわけです。それ

をやりますと介護保険料がどんどん上がるというジレンマでありまして、厚労省のほうも今ま
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では個室化ということが、今度は個室だったものを相部屋にするための改修費用もまた補助す

るとかということで、そういうある程度安価な介護施設も、これからまたできていくのだろう

と思っております。 

介護施設に入れる方、これは何とかそれでいいわけですけれども、在宅介護が 24 時間のヘル

パーをいつでもご利用いただけますということを、去年からかことしから……去年始めたんで

すね。始めたのですが、地域性もありまして、なかなか夜の夜中に自宅に他人が入ってくる、

このことが大きなネックだろうと思っております。しかし、そうは言っていられない。そのた

めに家族が眠れない、あるいは仕事もできないということになりますと、本当に大変なことで

ありますから、今、触れましたように、来年度からの第６期介護保険計画と合わせて、地域包

括ケアシステムの構築をどうすべきか、これを今、策定中であります。この中で何せ今議員が

おっしゃったような悲惨なことにならないようなケアシステムを考えていかなければならない

わけであります。 

しかし、意識も少しずつ我々も変えていかないと、全てさっき言いましたように介護施設に

入居というわけにはなかなかいかない部分があります。自宅で介護するには自分が仕事までや

めなければならない、こういうジレンマも出るわけです。それを解決するための 24 時間在宅介

護とか、こういうシステムも導入しながら、我々も少しずつ意識を変えてそれを喜んで受け入

れるという方向に持っていかないと、この包括ケアシステムそのものも医療やそういうものは

別にいたしまして、介護部門ではちょっとつまずく恐れが出るのかなという気がしております。

その辺をきちんと考えながら、万全の体制を取れるような計画を今、準備をしているところで

あります。まだ私はその成案も見ておりませんけれども、これらをまた見た中で議員がおっし

ゃったような心配がどこに出てくるのか、これらも含めてまた検討していかなければならない

と思っております。 

○副 議 長  23 番・阿部久夫君。 

○阿部久夫君  地域医療について 

市長はこれからまた検討していくというお話でありますが、今の包括センターを全国的に見

ますと、委託されている割合が非常に多いのですね。委託が 70.3％だそうです。直営が約 30％。

全国的に見るとそれだけ委託が多いということは、やはり直営よりもやりやすくやっているの

ではないか。私たちのところは、今はいいですよ。今はいいのですが、これから先を考えたと

き、なかなか今の人数で、臨時を入れて 17 名ですけれども、本当にこの広い中、ましてや市立

病院が２つできて、これからきちんと介護やまた医療をやっていく中で、何か負担が多くなる

のではないかなというふうに、まあ、私はそういうふうに感じます。やはり委託先をきちんと

して、その中できちんと管理していく。そのほうがいいような気がしているのですけれども、

市長、その点についてはどうですか。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  地域医療について 

これはもちろん、社協も含めた皆さん方と連携していかなければとてもできるものではあり
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ません。市でヘルパーさんから全てをみんな市の職員としてやっていくなどということは、な

かなかできることでもありませんので、この第６期の中でもそういうことも十分活用しながら、

介護計画あるいは高齢者福祉計画を立てていくということであります。今、議員のおっしゃる

とおりで、利用できる部分はきちんと利用させていただかないと、市の単独で全てができると

いうことは難しい。でき得ないということでありますので、その点は同じ認識であります。 

○副 議 長  23 番・阿部久夫君。 

○阿部久夫君  地域医療について 

では、３点目はぜひ検討して、我々の介護予防がきちんとできるように、ひとつまたよろし

くお願いしたいと思っています。 

 続いて最後の４点目であります。先ほどの総合診療医の問題ですが、これはもう一言に、こ

れから平成 29 年度からこういった総合診療を大和が考えておると。先ほど私も壇上でちょっと

話したのですが、本当にこの病院の問題、多くの患者さんが病院に行っています。私もたまに

ちょっと両親を連れていったり自分でも行ったりすると、市長も言われましたように、話を聞

くと、自分ではどこが悪いか、どこへ行ったらいいかわからないという患者さんが結構いるの

ですね。頭が痛かったり、喉が痛かったり、肩が痛かったり、どこへどういうふうに。このこ

とは全国どこでも高齢者になればそうだと思いますけれども、この総合診療医というのは、な

かなか県下でも総合診療科というものを設けているところは、まだ少ないと思います。 

本当はたまたまこの魚沼基幹病院で、そういった総合診療科の指導や研修ができる。その一

番近いところにいる市民病院でありますので、ぜひ、平成 29 年とは言われませんけれども、で

きるだけ早くそういった総合診療科というものを設けていただいて、市民が安心して行かれる

病院を築き上げていただきたいと、そういうふうに思っています。最後にもう一度、市長答弁

をお願いいたします。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  地域医療について 

おっしゃるとおりでありまして、それで先ほど触れましたように、現在ゆきぐに大和病院で

自治医科大学本院の作成します総合診療専門研修の研修施設にゆきぐに大和病院がなっている

わけであります。そして、自治医大の附属の埼玉医療センターの研修施設としても、近い将来

位置づけられる見込みだと。ですので、こういうことの中で今いらっしゃるお医者さんも含め

て、新しいお医者さんも含めてですけれども、この総合診療科――科は今お医者さんさえいれ

ば設けられるわけでありますが、専門医、この育成に力を注いでいかなければならないと思っ

ております。もちろん、基幹病院ともきちんと連携をしながらということでありますので、よ

ろしくお願いたします。 

〔「終わります」と叫ぶ者あり〕 

○副 議 長  休憩といたします。休憩後の再開は 11 時 20 分といたします。 

〔午前 11 時 03 分〕 

○副 議 長  休憩を閉じて会議を再開いたします。 
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〔午前 11 時 20 分〕 

○副 議 長  質問順位 22 番、議席番号 11 番・鈴木 一君。 

○鈴木 一君  23 人でゴルフに行けば、多分私はブービーなのでしょう。22 番です。議長の

すばらしい抽選には感謝を申し上げます。 

 ８月 23 日、六大学オールスター戦に大変感動いたしました。選手、応援団、観客の三位一体

の動きには涙が出るようでした。特にチアリーダーの人たちを見ますと、市内の女性には嫌わ

れないように言いますが、才色兼備という言葉は以前からわかっていました。目の当たりにし

たのは初めてでした。ウドの大木の私にとってはうらやましいと同時に、お金で買えるものな

ら 40 年前に帰りたい。切実に本当に帰りたいと思いました。しかし、現実は許してくれません。

40 年後の私は何の因果かこの壇上に立つことになっていました。 

また、地元中学生の吹奏楽部の演奏にも感動いたしました。六大学の応援団に負けることな

く、すばらしい演奏をやってくれました。中学生にとって一生の中で大きな感動を得たことと、

お金では買えない大きな経験をしたものだと思っています。地元に立派な野球場があることで、

いかに地域の人たちに大きな感動を与えることができたか実感いたしました。ぜひ、もう何度

が来ていただきたいものです。多くの市民が選手・応援団へのおもてなしの心で接したと思い

ます。このことを踏まえて質問をいたします。 

１ 市内のホテル・旅館の「おもてなし」について、市長の考えを伺う 

 １番、市内のホテル・旅館の「おもてなし」についてであります。美人のアナウンサーのよ

うに「おもてなし」をうまく言えるわけではありません。私が言っても何の価値がなさそうで

す。市内のホテル・旅館全てとは言いませんが、お客さまへのおもてなしはどうだろうか。観

光の活性化は市にとってもかえがたい産業だと考えています。市や観光協会としても常にいろ

いろな面で啓発していくことが大切だと考えます。 

おもてなしとは、料理ばかりではないと理解している上で、特に料理について考えます。我々

しばしば宴会等で地元の割烹やホテルを利用するわけですが、箸の進まない料理が出てきます

と怒りを覚えます。今の立場でなかったら、皿を投げつけるかもしれません。気持ちのこもら

ない料理、レトルトとすぐわかる料理、プライドを持って料理をしているのか考えさせられま

す。 

我々が我慢したとしても、宿泊者にも同じような料理であれば失礼な話です。自分が宿泊し

たらどういうことを望むのか、その望みを宿泊者に提供すれば、何の問題もないわけです。割

烹という言葉は、割主烹従と言います。切り刻むことは主で煮炊きは従の従うということで、

この意味を深く理解することです。心のこもった料理を日ごろから提供することによって、客

足も増えてくるものと確信しています。 

夏に中学生が体験で私の家に宿泊しました。きのう泊まったホテルでは、噛みきれないイカ

リングの揚げ物が出ました。鈴木さんのほうがいい、とうれしいことを言ってくれました。中

学生だって普通のお客さまです。ホテルと呼ばれる施設ですが、情けない話です。何年か前、

知り合いの退職祝いの際、いいホテルを紹介してくれということで、ここなら大丈夫と紹介し
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ました。退職祝いということでお金はそれなりに払ったわけですが、裏切られました。また、

仕方なく追加で料理を頼みました。宿泊施設はすばらしかったのですが、もう二度と行くこと

はないと思います。来ていただいた人に、もう一度来ていただきたいと思うこと。皿の上の料

理が残っていたら、なぜだろうと考えるのが提供する側のプライドではないでしょうか。 

利益を求めるのは当然ですが、来ていただいたお客さんがどの程度満足していただいたかを

考えることが第一だと考えています。もうけなければ経営が成り立たない、そこで手抜きをす

る、客足が増えない、これは負の連鎖だと考えています。例えればデフレスパイラルのような

ものでしょう。 

原点に返ってもう一度おもてなしとは何か、お客さまには自分が泊まったら何を望みたいか

を考えていただきたい。そのためには、市あるいは観光協会も啓発に一役買えるのではないか、

そう考えていますが、市長の考えを伺います。以上で壇上からの１番目の質問を終わります。 

○副 議 長  鈴木 一君の質問に対する市長の答弁を求めます。市長。 

○市   長  １ 市内のホテル・旅館の「おもてなし」について、市長の考えを伺う 

鈴木議員の質問にお答え申し上げます。いま議員のおっしゃったことはいちいち全てごもっ

ともでありまして、そのことに反論する余地は全くございません。答弁ですから反論してはな

らないのですけれども。 

そこで、我々がいろいろ調査の結果だけをまずは申し上げますが、2013 年じゃらん宿泊旅行

調査、これはリクルートですけれども、これによる新潟県の評価につきましては、延べ宿泊旅

行者数が推計で 314 万人、全国 17 位、関東ブロックからの来訪者が 55％、甲信越・北陸ブロッ

クからが 27％、個人旅行がやはり 90％を占めている。リピーター率が 74％ということでありま

す。 

宿泊数は増加しておりますけれども、まだまだこれでいいということではない。そして、温

泉で選ばれている割合が 41％で、全国平均の 31.5％より約 10 パーセント高い。旅行後の来訪

者の総合的な満足度は 80％、全国 27 位であります。「地元の人のホスピタリティ」、「食」に対

する評価が全国平均よりやや高くて、「宿泊施設」「若者・大人スポット」「現地アクセス」に対

する評価が若干低い状況であります。 

県が実施いたしました平成 25 年秋、平成 26 年冬に県内の温泉施設観光地を訪れた人を対象

にした県の観光地満足度調査中間報告がこの８月に出たところでありますが、これによります

と、温泉地等に対する総合満足度は 88.4％、県平均のリピーター割合は 51.5％でありました。

我が市内で温泉と言っております六日町温泉のリピーター率は、県平均と同じ 51.1％となって

おります。宿泊施設に対する総合満足度は 89.4％となりまして、前回比 0.3 ポイントの増加と

いうことであります。 

この調査対象が従業員 10 人以上の宿泊施設 124 件であります。この圏域で 101 人以上 250 人

以下の施設規模別の総合満足度上位５位までに入っている施設も、この管内に１件あったとい

うことであります。 

観光協会で平成 26 年 10 月１日から 11 月 23 日までの南魚沼温泉郷「コシヒカリの宿、泊ま



 - 24 -

っていいね！」これをキャッチフレーズのキャンペーンの実施を今、予定しているところであ

ります。内容等については省きます。このキャンペーンに参加している施設が、温泉旅館 20 施

設、石打丸山観光協会、舞子観光協会、上越国際観光協会、六日町観光協会、大和観光協会、

この５協会です。こういうキャンペーンに積極的に参加していただきたいと思っておりますし、

各事業者におきまして、やはり地元のコシヒカリ、地酒、きりざい、これらの食材をお客さま

に提供していただくということがまずは大事だろう、そして「割烹」の意味をよく理解いただ

くことが大事だろうと思っております。 

市も、観光協会もでありますが、おもてなし向上、あるいは人材育成の研修も行われており

まして、ほかとの差別化、あるいは価値観これらに工夫をされている施設もあります。県の温

泉旅館ホテル組合によります「にいがた朝ごはん」「にいがた地酒の宿」「にいがた旅館街スイ

ーツめぐり」のプロジェクトも行っているところであります。 

市はこの観光協会等への情報提供あるいは研修支援を行っておりますし、民間事業者で行っ

ている企画、これらも関係事業者へ周知をしているところであります。今後もこういう事業支

援を続けながら、議員がおっしゃっていただきました特に食に関する満足度、そしておもてな

しのいわゆる気持ちですね、これをもっともっと向上させていかなければならないと思ってお

りますので、また専門的な知識もございます鈴木議員からも、ご提言も含めていただければと

思っているところであります。以上です。 

○副 議 長  11 番・鈴木 一君。 

○鈴木 一君  １ 市内のホテル・旅館の「おもてなし」について、市長の考えを伺う 

リクルートの調査は以前にも聞きました。評判が非常にいい、特に六日町温泉は上位にラン

クされているという話は聞きましたけれども、どうも我々が行ってみるとそういう雰囲気かな

という気がしてなりません。全くなりません。行政と、例えば観光協会、地元の経営者等のや

はりそういう懇談会みたいなものが定期的にでも、そういうクレームがあった、こういうもの

があった、どういうものがあった、ではそれをどうやっていこう。ある程度商工観光課なりが

リーダーシップをとってやっていければ、私はいいと思いますけれども、リピーター率が半分

くらい。ならばそれを 100 にするにはどうしたらいいのかというような内容の、そういう機関

をある程度立ち上げていって――それだけではありません。スキー場のスキー観光についても

そうですけれども、そういうものを立ち上げていく気がおありになるかどうかお伺いします。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  １ 市内のホテル・旅館の「おもてなし」について、市長の考えを伺う 

今実際に、市と観光協会で実施しております事業が、おもてなし研修、おもてなし向上セミ

ナー、これは２回開催しておりますし、ムスリム観光客――ムスリムとは何だ……（「イスラム

教」と叫ぶ者あり）――観光客の受け入れ研修会ということ。平成 25 年度もこの人材育成セミ

ナー、観光地域づくり人材育成研修会。平成 24 年度も同じようなことをやっているわけであり

ますが、研修あるいは育成はもちろんそうでありますけれども、議員がおっしゃったように、

その評価をきちんと我々も調査する中でその数値をとって、こういうところがやはり欠けてい
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るとか、ここはすばらしいとか、こういうことをやはりやっていかなければならないと思って

おります。今そういう体制がどこまでどう浸透しているかというのは、担当の部長、課長どち

らか――担当部長でちょっと説明申し上げますのでよろしくお願いいたします。 

○副 議 長  産業振興部長。 

○産業振興部長  １ 市内のホテル・旅館の「おもてなし」について、市長の考えを伺う 

特に観光協会等になるわけですけれども、いわゆる定期的なそういう懇談会とかというのは、

現在開催しておりません。当然、個々の事業所さんとの内容ということになると、なかなか場

の設定といいますかそういったものが困難な部分もございます。いわゆるそういった業界を包

括する観光協会とかそういった部分がそれぞれの地域にもございますので、そういったところ

で実際の情報共有という部分は今後していかなければならないというふうに思っております。 

先ほど、前回の質問の中にもありましたけれども、商工会のほうではそういった懇談会を持

つというようなことが始まっておりますし、同じようなことでやはり関係する協会のほうと団

体のほうと、情報共有を進めながら、よりおもてなしといいますかを進めていく、共有してい

くということが大切であると思っておりますので、そのような機会を設けていくということを、

これからしていきたいと思っております。以上です。 

○副 議 長  11 番・鈴木 一君。 

○鈴木 一君  １ 市内のホテル・旅館の「おもてなし」について、市長の考えを伺う 

では、市がリーダーシップをとって、何らかの形でやっていくと理解していいのでしょうか。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  １ 市内のホテル・旅館の「おもてなし」について、市長の考えを伺う 

市が、ということになると思います。観光協会といってもやはり市がそこに加わらなければ

うまくありませんので、観光協会と連携をとりながら、主導は市ということでいいと思います。 

 １つお願いといいますかがあるのですけれども、実は宿泊関係の皆さま方が、率直な数字を

出していただけないということが、今までずっと問題点でありました。例えば宿泊者数とか、

売り上げまでは別にしても、そういう部分をなかなか提供していただけないというちょっとジ

レンマがありまして、今、観光協会のほうではそういうことでは困るからということで、それ

ぞれの皆さんにお話はしているそうであります。まさに率直にいいことも悪いことも出してい

ただかないと、我々が 100％把握はできないということですので、その辺も含めて市で主導して

ければと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○副 議 長  11 番・鈴木 一君。 

○鈴木 一君  １ 市内のホテル・旅館の「おもてなし」について、市長の考えを伺う 

確かに、特にスキー場関係ですと税金関係で割に数字を出したがらない人がいますけれども、

ある程度単協あたりにきちんとお願いをして、全て名前を出さないような形で数字をあげてく

ださいということであれば、ある程度出るのだろうと思っています。 

同僚議員のホームページをこの間見させていただきました。失礼ですが、この値段でこの料

理が提供できるのか、感心させられました。私の地元でも前駐日中国大使、おおきさんでしょ
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うか……（「王毅さん」と叫ぶ者あり）王毅さん、この方が何年も小さな旅館に泊まりました。

なぜかと言いますと、ホームページ、「ＹＡＨＯＯ！」にも載るほどのすばらしい料理を出しま

す。旅館ですからホテル並みの値段でもないですし、それほど大物が来てくれるというような

旅館――警備の都合で小さいところがいいのかどうかわかりませんけれども、５年くらい来て

いただきました。家族で来ていただきました。そういうことも参考に、特にホテルですが、も

てなすということはどういうことなのか。実際我々が行って箸の向かない料理は、本当に情け

ないと思います。 

ぜひとも、市が先頭に立って、出た言葉についてはきちんと話し合いをするなり、改善を求

めたいと私は思っています。坂戸橋のあの通りが、肩がぶつかるくらいに人が来るような形に

なれば、私はいいかと思っています。それがひいては市の市税等に反映してくるのだろうと私

は思っていますので、よろしくお願いします。これは終わります。 

２ 登川河川公園の利用について伺う 

 次に登川の河川公園の利用について伺います。河川公園はサイクリングロードの一環として

できたというふうに聞いております。今では夏の一時期、長大橋の下では多くの人たちが川遊

びやキャンプに訪れています。南魚沼市を県外に発信するには、すばらしい場所だと思います。

しかし、地元の人たちは誘客にはどうつながるのか疑問に思っています。水はただ、トイレは

使い放題、残るのはごみだけ。これはいかがなものでしょうか。多くの人は県外から車で来ま

す。飲み物・食材は市内ではなく地元で調達して持ってきます。特に混み合うときは駐車場も

ありません。お客さんを連れていくには、前の日の晩か早朝にシートを敷かなければなりませ

ん。地域のよさを広く発信はできますけれども、果たして何かメリットがあるのか考えさせら

れます。 

場所としては都会にないきれいな水、カジカなどの魚が住み、すばらしいところだと思って

います。自分のところでもリピーターが増えていて、必ずまた来ますと言ってくれます。特に

カジカ取りなど教えますと、子どもたちは一日中カジカを追っています。 

現状を考えますと、地元が誘客や子ども会の行事等で使いたいときに、非常に不自由があり

ます。また、市職員がごみ片付けをするということは、要はごみを置いていくだけというわけ

です。有料にするにしても管理の面で誰がやるのか、誰を有料とするのか、非常に難しい問題

だと思います。また、広い公園ですので、どう管理していくのか。これも難しいことだと思っ

ています。水はもうとめてしまうのか、地元優先で使用していくにはどうしたらいいのか。こ

れは私にもきちんとした考えがありませんが、市として研究をしていっていただきたいと思っ

ていますが、いかがでしょうか。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  ２ 登川河川公園の利用について伺う 

鈴木議員の質問にお答え申し上げます。今おっしゃっていただきましたこの公園につきまし

ては、ご承知かと思いますけれども、市の都市計画公園条例に基づき設置管理をしている公園

でありまして、都市公園法という法律の中で「都市公園の健全な発達を図り、もって公共の福
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祉の増進に資することを目的」と、こういうことでありますので、簡単に言えば誰もが利用で

きる公園、そして位置づけているところであります。 

この公園は河川敷を利用した公園でありまして、河川法による占用許可を受けて設置した公

園でもあるために、特別な遊戯施設やあるいは運動施設、教養施設がある場合は別にして、水

道、トイレにつきましては、使用料の料金を徴収することはほとんどできなくはないですけれ

ども、不適当だということです。 

今、議員からご指摘がありましたように、混雑時は日陰となるあの橋の下ですね、これは本

当に人気がありまして、前の日からブルーシートをして場所取りを行っているとこういう状況

も見受けられております。 

この公園利用者は、大体自家用車での利用が多い状況でありますけれども、これもご存じだ

と思いますが、市内のホテルあるいは旅館・民宿の皆さん方が、宿泊客をバスで公園まで送迎

している状況も相当見受けられるところであります。また、夏休みの期間は、帰省したお客さ

まの利用も多く、本当ににぎわっているところであります。これが市の公式ウェブサイトでも

当然ですけれども紹介しておりまして、夏場における観光スポットの１つとして本当に評判が

いい公園でありました。ですので、観光の誘客にも十分貢献しているというふうには考えてお

ります。 

それから、この市内での植栽的なこともちょっと触れたと思いますけれども、数年前まで地

元有志によります活動団体で上田地区の花壇、花の植栽によります美化運動、あるいは地区内

の見どころなどを案内いたします看板設置活動に取り組んでいただいております「上田活性化

会議・上田でできることは上田で」こういう皆さん方が、利益金で活動資金を賄うことを目的

として、商工会上田支部などと連携して河川法の各種行政手続を市が行って支援しながら、公

園利用者への食材、いわゆるそこで物を売るということですね、あるいは飲料水、あるいはお

土産、これらの販売提供をする取り組みを行ったことがありました。 

しかし、売店の売り子の人件費がかさんだというか、いわゆる十分に利益が出ないというこ

とで、３年前で取り組みから撤退をしているということでありました。非常にうまく利用すれ

ば県外客であっても、相当の部分が出ると思いますけれども、なかなかそこまでいかないとい

うことで、夏季期間中、自然・水と親しめる公園で魅力は非常にあるということです。誘客に

効果を上げているということですので、市民に特化した部分というのは、なかなかこれは設定

をしづらい。今のところは料金徴収ということまでは考えていないということであります。 

それから、橋の下の混み合う部分につきましては、湯沢砂防事務所とも連携しながら、滝谷

橋付近にも水と親しめる場所を確保できないか、今、協議を進めているところであります。で

すので、利用形態をどう見直せと言われても、これがなかなかでき得ない状況でありますので、

現状の中で、ごみとかそういうことについては、モラルの徹底をきちんと呼びかけて図ってい

ただくと。でき得ればこの上田地区の皆さん方が取り組んだような、そこで市内のどなたかが、

利益を上げられるような形で物品販売等もしていただくと、これは本当にありがたいと思って

おります。以上でございます。 
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○副 議 長  11 番・鈴木 一君。 

○鈴木 一君  ２ 登川河川公園の利用について伺う 

確かに毎年あそこへ私も行きますが、上田地区の商工会の方でしょうか、一時物品販売をや

りましたけれども、１年くらいで多分やめたと思います。それほど県外者は地元をほとんど利

用していない、置いていくのはごみだけだと。これについては非常にちょっと違和感を感じる

わけです。水についても、あそこでキャンプをする人以外というのは、そう必要のないものだ

と思いますし、トイレはこれはないわけにはいきませんので、河川法と都市公園法で縛られて

いるということになると、これ以上何も言えませんけれども、何せとにかく市に何のメリット

があるのか。 

我々がお客さんをあそこへ連れていくのは、十分それは問題ないと思っています。各地区か

ら、姥島であろうがいろいろなほうからバスで来ています。その辺、法律というのはただし書

というのがあるのですが、「ただし」という部分にそういうものは載っていないでしょうか。建

築基準法では「ただしこの限りではない」というのがあるのですが、どうも納得できないとこ

ろがあります。あの公園は、地元にかなりの部分は貢献しているのだろうと思います。ただ、

あそこでキャンプをする人などを見ていると、ほとんど地元には貢献していない人だろうと私

は考えていますけれども、その辺の法律の解釈を、うまくできないものかと思っていますが、

いかがでしょうか。 

○副 議 長  市長。 

○市   長  ２ 登川河川公園の利用について伺う 

議員がおっしゃるように、法律にも抜け穴がある、抜け道があるということは、大体あるわ

けでありますけれども、例えば抜け道があったとして、では料金徴収しますと言ったときに、

あそこの利用者が激減する恐れがまず１つあるということと、それからでは、どうして見分け

るかということですね。見分け方、この辺が大きなネックでありますし、そのためにかかる費

用というものも相当なものでありますので、とにかく旅館やホテルの皆さん方がお連れいただ

くときには、そういうことも徹底していただくようにまたお願いもします。おいでいただく方

には結局は呼びかけ、注意喚起ということ以外にないわけですので、その辺を上田の地域の管

理していらっしゃる皆さん方とも相談しながら、とにかく汚さないと、このことだけはきちん

とまた徹底をするように市としても一生懸命協力してまいりたいと思っております。よろしく

お願いいたします。都市公園法による公園で、市が管理ということになりますので、管理者は

市でありますので、それらも含めてきちんとした対応を取らせていただきたいと思っておりま

す。 

○副 議 長  11 番・鈴木 一君。 

○鈴木 一君  ２ 登川河川公園の利用について伺う 

有料・無料というのは、その判断は地元は当然無料で使うべきだし、まるきり地元にメリッ

トがない人は有料にしなさいよというのが、私の考えです。でき得れば、そういうふうなうま

い管理の仕方ができれば、あそこでどの程度県外の人が来ているかちょっと把握するのは難し
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いかもしれませんけれども、その辺の情報も得ながら研究をしていただきたいと思います。ぜ

ひとも研究してください。終わります。 

○副 議 長  昼食のため休憩といたします。休憩後の再開は午後１時 10 分といたします。 

〔午前 11 時 50 分〕 

○議   長（関 常幸君）  休憩前に引き続き本会議を再開いたします。 

〔午後１時 10 分〕 

○議   長  質問順位 23 番、議席番号３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  皆さんご苦労さまです。議長から通告の許可をいただきましたので、一般質

問を行いたいと思います。通告に基づきまして日本共産党を代表して井口市長に質問をいたし

ます。 

１ 障がい者の就業生活支援の前進を 

 大きな第１項目であります。障がい者の就業生活支援の前進をと、これが大項目であります。

ことし日本政府が批准した障がい者権利条約は、障がい者の人権や基本的自由の享有を確保し、

障がい者の固有の尊厳の尊重を促進するため、障がい者の権利を実現するための措置等を規定

しております。障がい者が安心して暮らせる社会は、全ての人に生きやすい社会であります。 

それを体現している町がございます。北海道伊達市であります。その取り組みを皆さんにご

紹介したいと思います。それは伊達市内にある北海道立太陽の園から出発をしております。こ

の太陽の園は、昭和 43 年８月、精神薄弱者の厚生援護施設として入所定員 400 名で開設をされ

ました。開設当初この施設は、コロニー計画といって一般市民の居住区域から離れた遠い場所、

居留地施設でありました。しかし、当時の先生方、指導員の情熱によってその殻を打ち破り、

町まで障がい者とともにおり、市民と触れ合う取り組みを続けてきたわけであります。これが

今日の園のスローガンであります「閉鎖的施設にはしない」、ここにつながっているわけであり

ます。 

こうした努力を通じて障がい者と市民との接触・融和が図られました。町を歩くと障がい者

が市民の中に溶け込んでいる光景がかいま見えるわけであります。行政と市民が力を合わせ、

英知を集め、一貫して障がい者支援に取り組んできました。このことを通じて障がい者のみな

らず、一般市民、健常者にとっても住みやすい町として、市外からの定住者が多いのも特徴の

自治体です。 

全国の自治体が人口減が続く中でこの市は、一定の人口を維持しております。障がい者が安

心して暮らせる社会は、全ての人に生きやすい社会。昨年、南魚沼市では市立の総合支援学校

が開校しました。これまでのこうして取り組んだ努力、そして成果を土台にした障がい者の生

存権が保障される市制に向けて、さらに前進する必要を感じている次第であります。 

 次に障がい者支援について以下の点について伺います。（１）番目は、障がい者の願いは社会

とかかわっていきたい、これについての市長の見解を伺います。（２）番目は、精神障がい者へ

の特別の支援対策が必要と考えますが、所見を伺います。（３）番目、障がい者が事業主と雇用

契約を結ぶという特徴を持つ就業継続支援（Ａ型）これを増やす対策について伺います。あわ
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せて市立総合支援学校、１年以上経過していますけれども、今後の前進方向として出店を検討

するべきと考えますが、所見を伺います。（４）番目、グループホームと書いてありますけれど

も、これは障がい者グループホームの増設が必要と考えていますが、これについても所見を伺

いたいと思います。 

以上４項目について演壇での発言、質問といたします。よろしくお願いいたします。 

○議   長  田村眞一君の質問に対する市長の答弁を求めます。市長。 

○市   長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

田村議員の質問にお答え申し上げます。今、議員から述べていただいたとおりでありますが、

本年１月 20 日に批准して２月 19 日に発行いたしました、障がい者権利条約は、障がい者の人

権と基本的自由のこの享有を確保して、障がい者の固有の尊厳と尊重を促進することを目的と

いうふうにうたわれております。そのまた義務も規定をされているところであります。 

この批准によりまして、障がい者の身体の自由、あるいは表現の自由の権利、教育や就労の

権利が促進されるということでありまして、障がい者の権利実現に向けた取り組みが一層強化

されることは申し上げるまでもないところであります。もとより、南魚沼市では、障がい者が

地域で安心して暮らすことのできる共生社会の実現を目指しまして、第２期南魚沼市障がい者

計画、これは 24 年度から 29 年度までであります、これを策定しております。この計画に基づ

きまして、地域の方々が障がいや障がい者に対する理解を深めて、また理解を広めていただく

ための広報、福祉教育、ふれあい交流事業、これらを通じて地域でのかかわりを深めていく取

り組みを今、進めているところであります。 

 また、働く場を確保するために、ハローワーク南魚沼と連携しながら企業の法定雇用率の順

守に向けた障がい者就職面談会、あるいは障がい者就労支援セミナー、これらの取り組みに協

力するとともに、魚野の家などで実施しております就労移行支援事業につきましても支援を行

っているところであります。こういう取り組みで、１人でも多くの障がい者が社会活動に積極

的に参加できるよう支援をしていくということであります。 

 障がい者支援の支援対策、精神障がい者への支援対策であります。この精神障がい者の皆さ

んの就労支援につきましては、先ほど触れましたハローワーク南魚沼が中心となって職業相談、

職業紹介、あるいは障がい者向け求人開拓等を行いながら、求人の確保に努めているところで

あります。 

 昨年の４月から障がい者の法定雇用率が引き上げられまして、民間企業 1.8 から２％、国・

地方公共団体 2.1 から 2.3％となったところであります。このようなことから、雇用率未達成事

業主に対して重点的に指導し、雇用率達成の取り組みを進めております。ちなみに市の法定雇

用率は平成 26 年６月１日現在で 2.66％となっております。 

 現在、精神障がい者につきましては雇用義務がなくて、法定雇用率の算定基礎に入っており

ませんけれども、算定特例として実質、障がい者雇用率に算入をされているところであります。

平成 30 年４月１日からは、精神障がい者も法定雇用率の算定基準に含まれ、義務化される計画

となっているところであります。 
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県では、平成 25 年６月１日現在の実質雇用率の平均が 1.65％で、全国平均の 1.76％を下回

っているということでありまして、「障がい者雇用促進プロジェクトチーム」を「新潟県雇用促

進プロジェクトチーム」に改編しまして、労働局、新潟県、経済団体等の関係機関が一体とな

ってｍ平成28年６月１日には実質雇用率が全国平均を上回ることを目標に取り組みが強化をさ

れているところであります。 

こういう状況の中で精神障がい者雇用の大きな課題といたしまして、雇用する企業側の雇用

主をはじめ、上司・同僚の障がいへの理解や配慮が特に必要なことがあげられているところで

あります。精神障がい者の皆さんにつきましては、定期的な受診を必要とすることが多いため

に雇用主の理解が不可欠ということであります。 

また、就労継続のために職場と障がい者を結びますジョブコーチの重要性が高まっておりま

す。現在、市内にジョブコーチがいないために、ハローワークと十日町市にあります「障がい

者就業・生活支援センターあおぞら」との連携の中で、ジョブコーチを派遣していただいてお

ります。しかし、このジョブコーチそのものの人数が非常に少ないために、十分な支援が受け

られないのが現状であります。そういうことから「障がい者福祉サービス事業所」あるいは「相

談支援センターみなみうおぬま」これが就労先と障がい者のパイプ役として双方の支援を行っ

ております。 

市といたしましては、精神障がい者が通う障がい福祉サービス事業所に対しまして、障がい

者優先調達推進法に基づく支援を積極的に進めるとともに、１人でも多くの精神障がい者が企

業に雇用されるように、ハローワーク障がい者就業・生活支援センター、あるいは障がい福祉

サービス事務所、これらの関係機関と協力しながら支援に努めてまいりたいと考えております。 

なお、この皆さん方のスポーツの祭典でありますスペシャルオリンピックス平成 28 年２月で

ありますけれども、新潟市と我が南魚沼市を主会場に開催されます。これらも障がい者の皆さ

ん方にとっては就労と直接関係あるか否かは別にいたしまして、非常に健常者の皆さん方との

交流も深められ、あるいは障がい者同士の交流も深められる大きな祭典だと思っております。 

 それから、就労継続支援（Ａ型）これを増やす対策でありますが、就労継続支援には雇用契

約に基づく就労が可能であるものに対して行うＡと、それから雇用契約に基づく就労が困難な

ものに対して行うＢがあるわけです。市内にはＢ型事業所が３か所ありますが、今、Ａ型事業

所はございません。そこで、市内から近隣の他市町にありますＡ型事業所に通っている方は、

平成 26 年４月１日現在で 11 人となっております。 

制度上、このＡ型事業につきましては、移行支援事業よりも人員や報酬単価が低く設定されて

おりまして、Ｂ型事業と同じ人員や報酬単価で雇用契約に基づく就労、すなわち最低賃金の保

障を行うこととなっております。これだけでもＡ型事業の困難性がうかがえるところでありま

すが、さらに雇用契約に基づく事務と総合支援法に基づく事務が必要となりまして、運営上の

事務量が過剰に発生するという状況があるわけであります。 

そういうことの中で、Ａ型事業は社会福祉事業を行う法人あるいは企業にとってハードルが

高くなっておりまして、県内の状況も平成 25 年度末でＢ型事業所 190 施設に対しまして、Ａ型



 - 32 -

事業所は 18 施設しかないというところであります。 

現在、次期第４期でありますが、障がい福祉計画、これは平成 27 年から平成 29 年、策定の

ためのアンケート調査をしておりますので、就労移行Ａ型、Ｂ型の各事業所のニーズの調査結

果に基づきまして、必要なサービス量を市の自立支援協議会において検討しながら計画を策定

してまいりたいと考えております。 

 総合支援学校として出店の検討ということであります。総合支援学校は教育機関であります

ので、出店をするというようなことではなくて、企業等での現場実習という形で今、取り組み

は行っております。障がい福祉サービス事業所これらが出店することは可能であり、先進地で

は公共施設の中に、障がい者雇用を目的に社会福祉協議会が管理し、ＮＰＯ法人の運営により

出店している事例も見られるところであります。市内では昨年４月にオープンしました「工房

とんとん」がＢ型事業所でありますが、「すずカフェ ａｂｌｅ」これを営業し、工房とんとん

でつくったパンをカフェで提供しているという、こういう取り組みも行われております。こう

いう障がい福祉サービス事業所などから今後も出店計画を相談されるということになりますと、

当然ですが市としても支援をしてまいらなければならないと思っております。 

 グループホームでありますけれども、これはただ単に障がい者だけということになりますと

ちょっと違うかもわかりませんが、グループホームそのものは桐鈴会が２か所、南魚沼福祉会

３か所で運営しておりまして、今 32 人の利用があって空きがないという状況です。潜在的なニ

ーズは高いと考えておりますけれども、市の「自立支援協議会 くらし部会」において福祉サ

ービス利用者や相談支援センターにかかわっている方への意向調査を実施した結果では、「すぐ

に入所できるか」この質問に対しまして、躊躇したりあるいは希望が二転三転したりするなど、

利用にスムーズにつなげることが難しいケース、あるいは５年後、10 年後の利用を希望すると

いう方も多くありまして、増設に対しては今の段階では慎重な判断をせざるを得ないというの

が実情であります。 

また、急きょ利用が必要となる方が発生した場合には、他市町のグループホームの空き状況

を確認しながら、利用調整を行うなどして対応を図っているところであります。これも次期、

第４期でありますが障がい福祉計画の策定においては、障がい者の親の高齢化の問題とともに

精神医療機関の長期入院患者の地域移行を進めるよう、国が数値目標を設定するということで

ありますので、その受け皿としてグループホームの整備が課題としてあがっているところであ

ります。 

現在、次期計画策定のためのアンケート調査を行っておりますが、その中でグループホーム

のニーズ把握も実施しているところであります。調査結果に基づき、今後、市の自立支援協議

会におきまして、整備方針等の検討をしながら計画を策定してまいりたいと思っております。

以上が現状でございます。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

１つずつ再質問をさせていただきます。最初に（１）番目であります。私が強調してきまし
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たけれども、「障がい者が安心して暮らせる社会は、全ての人が生きやすい社会である」という

点で、北海道の伊達市を１つを事例にしたわけでありますが、その点での市長の感想をお聞か

せいただきたいと思いますが。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

伊達市さんの取り組みが先進的でありますし、歴史もあるということであります。すばらし

いことだと思っております。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

すばらしいという答弁をいただきました。その上で現状について認識を共有したいと思いま

す。障がい者を取り巻く環境の変化についてでありますが、とりわけ昨今知的障がい児が増え

ているということを私は耳にしているわけですけれども、その点での最新の数字的な現状とそ

の背景、その点をわかる範囲で結構でありますのでご答弁いただければと思っています。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

私が最新のそういう数の把握とかそういうことは、ここでは存じておりませんので、今わか

ればこの後、福祉課長がその数字の部分については答弁いたします。 

 背景でありますが、この知的障がい者が増えている。いわゆる今、教育委員会のほうにおき

ましても、簡単に言うと問題児、こういう人を増やさないためにいわゆる行政部局と協力しな

がら保育園のときから、子どもたちの特性を見極めながらいろいろやっているわけであります。

非常にやはり専門的な目から見ますと、多動性とかそういう部分で増えていると。ただ、それ

が精神障がいまで結びつくのか否かというのが、学校に入学しまして徐々に上がっていって、

精神障がいとして認定をされるほどのところまで行っている部分ではないと、この部分はです

ね。議員のおっしゃる精神障がい者が増えているということについては、私は余り今そこまで

感じたことがなかったわけですが、数字を聞いて多ければ、ああ、そんなになっているのかと

いうふうに私も思うところでありますけれども、まあいずれにしろ福祉課長に答弁させます。 

○議   長  福祉課長。 

○福祉課長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

それでは現在の障がい者手帳の所有状況について説明をさせていただきます。療育手帳、こ

ちらが５年前、平成 21 年度末では 419 人、平成 25 年末 450 名ということになっております。

同じく精神福祉保健手帳につきましては、５年前、平成 21 年度末が 377 人、平成 25 年度末が

501 人という数字になっております。以上でございます。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

今の福祉課長の話の中で、そういう背景ですね、教えてください。 

○議   長  福祉課長。 
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○福祉課長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

失礼しました。背景につきましては、こちらのほうはさまざまな制度改正によって、障がい

者手帳こちらの制度が周知をされたということで認識しております。療育手帳のほうも若干数

が増えておりますが、こちらについても掘り起こしのほうが進んだというような結果だという

ふうに認識しておりますし、精神福祉保健手帳のほうにつきましても、前は手帳の所有を躊躇

する方も多くいられたわけですが、その辺の認識が進んできて現在は積極的に手帳のほうを取

得しているという状況にあるかなというふうな認識でございます。以上です。 

○議   長  福祉保健部長。 

○福祉保健部長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

手帳が増えた数値及び背景につきましては、今、課長が答弁したとおりですが、保険の分野

で若干わかっていることがありますので、それについて説明を加えさせていただきます。これ

はまだ研究の途中でありまして確定した内容ではありませんけれども、近年早期の妊娠傾向が

強まっておりまして、いわゆる望まない妊娠・出産というケースが多くなっております。そう

いうことが原因をして出産後にネグレクト、そういったものも含む虐待という傾向が強まって

おります。そういうものが子育ての段階において子どもに影響して精神障がい・知的障がい、

そういったものを生んでいるという発表もありますので、全体の理由ではありませんけれども、

一因になっているというふうに考えられます。以上です。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

ただいま報告がございました。私も調査をする過程の中で認識がちょっと深まったのですが、

全体的には少子化――これはもう皆さん少子高齢化なのですけれども、全体の児童は減る傾向

でございます。しかし、こうした知的、後発性の発達障がい、計算ができないＬＤ学習障がい、

自閉症のＡＤＨＤというこういう専門用語が並んでいるのですけれども、知的障がい者が年々

増えているということに私も認識を深めたところであります。 

なぜ増えているか。今、説明があったとおり、１つは親の意識の変化というのが１つやはり

あるわけですよね。 

２つ目は先ほど部長が言われたとおり、昔は生まれてくる赤ちゃん、私ども、私らの世代と

言いますけれども、昔は生まれてくる赤ちゃんは大体 3,000 キロ――3,000 グラム、失礼しまし

た、3,000 グラムだったのですよね。ところが、最近は 2,000 グラムということで、未熟児、昔

でいえば未熟児として生まれてくるということを指摘する方もいらっしゃいました。 

そして３つ目が、やはり社会が変わったといことをおっしゃっていました。地域のやはりコ

ミュニティー、つながりが薄れて地域的支えが弱くなってきて、子どもさんが少ない、少子化

ですけれども、親御さんに負担がかかって悩みこむというケースですよね。この３つがやはり

増えているのではないかなという報告でございました。こういう全体のこの障がい者を取り巻

く環境の変化について、市長はどんなご感想をお持ちでしょうか。もう一度お願いしたいので

すが。 
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○議   長  市長。 

○市   長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

今、社会全体の構図といいますか、これは障がいを取り巻くということに限ることではなく

て、全体が大きく変化をしている。そしてエゴイズムが非常に浸透しやすく、伝播していると

いうことです。ここが一番大きな問題だと思っております。それがゆえに地域のつながりも、

子どもの数が少なくなるから薄れるという部分もありますけれども、今でもお聞きだと思いま

すけれども、保育園の子どもの声がうるさいと言って、近隣の住民が訴えるとか。この市では

ありませんよ。そういう問題もあるわけでありまして、これは特段障がい者だけということで

はなくて、地域全体がちょっと異様な方向に変わってきているというふうに私は感じておりま

す。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

私はそういった意味で、ますますこの障がい者支援が本当に充実・拡充の方向、前進の方向

が求められているなと。こういう指標から、また実態から見ても、そういった意味で（１）番

目については、１つの締めとしたいと思います。 

 （２）番目に進みたいと思います。そういう中で、私があえて精神障がい者への支援をここ

で強調している点を皆さんにまたご説明したいと思います。私の知り合いのＡさんという方を

特定しますけれども、こういう方がいます。Ａさんは精神疾患の障がい者手帳を持っていらっ

しゃいます。２年後には一般就業を目指すということで就業移行支援の作業所というか、そこ

に通っていたわけであります。しかしながら、単純作業でなかなか満足感が得られないと、仕

事に対する充実感が得られないということで、本人の希望は一般企業でパソコンですよね、そ

うした高度な仕事がしたいと悩み続けておりました。 

しかしながら、先ほどの報告にあったとおり、事業主ですよね。特に精神を患っている方に

対する雇用主の理解がなかなかなかったり、職場の同僚との関係、人間関係もそうですけれど

も、そういう中で退職すると。その後、Ａさんは残念ながら精神病院のほうに現在入院されて

いるという状況です。 

このように鬱ですね、統合失調症を持っている方で一般企業に就職しても、本人が実は自分

がそういう病気を持っているのだということをやはり伏せるらしいのです。伏せる傾向が強い

らしいのです。しかし、そういうものを持っているために、職場の中での和も含めて人間関係

がうまく構築できずに退職するというケースが少なからず起こっているという現状です。そこ

で、こうした皆さんがこういう支援の対象から漏れていないかという、そして行き場を失って

安心・希望を与えるようなやはり特別な支援が必要ではないかというのが、この私の思いであ

ります。 

そういう点で実は先ほどの報告のあったとおり、こうした皆さんのよりどころとして坂戸に

ある総合支援センターがあるわけで、そういう皆さんのいろいろな日常的な生活やあらゆる悩

み相談場所ということで、そういう機能を果たしているわけです。けれども、実態はどうかと
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言いますと、やはり体制が弱まっているというのを私は訪問して感じました。直接本人に会う

ということをやはり基本にしていますので、１人で何百人も持たされて、とてもではないけれ

ども追いつかない状況と私は聞きました。そういう経過の中で、ぜひ体制強化ですね、強める

という点で体制強化、強める必要があると思いますけれども、見解をお伺いしたいと思います

が。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

総合支援センターといいますか、この部分での体制が弱体化しているということを、今、伺

ったわけでありますが、私は今、初めてその話を伺いましたので、実態をきちんと調査をさせ

ていただいた上で、これは真にそういう形があらわれているのかどうなのか、これを確認した

上でまた検討してみなければならないと思っております。 

別に変な調査をするという意味ではないです。きちんとした、そこで働いていらっしゃる皆

さん方の言葉や実態がどうなのかというのを、私が今全く確認しておりません。部長のほうが

確認をしていたらその確認状況をお話してもらいますけれども、それらをきちんと私も把握し

た上で、一気にこの話がぽんと出てきまして私も用意をしておりませんので、今は何とも答え

られないというところであります。 

○議   長  福祉課長。 

○福祉課長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

今ほどの議員の相談支援センターみなみうおぬまの人員の関係の話でございますが、確かに

今現在相談支援センターにおいては、今年度中に作成をする必要がありますサービス利用計画

書というものを、障がい者全員分、今作成中というようなことで、こちらのほうへかなりの業

務量が割かれているというのが実態でございます。 

今後の体制につきましては、相談支援センターのほうが南魚沼市だけではなく湯沢町も含め

て体制をつくっておりますので、湯沢町を含めた中でどういう体制が一番望ましいのか、これ

からまた自立支援協議会の中で１つの議題として、今後詰めていきたいということで考えてお

ります。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

ぜひ、湯沢との相談の中で強める方向、そしてこの精神障がい者の１人でも路頭に迷わない

ような温かい支援を、望みたいと思っております。 

 次に（３）番目のほうに移りたいと思います。就業継続支援Ａ型を増やすということで、こ

れは先ほどの数字的な点でちょっと質問ですけれども、全県的な数字を述べられましたが、南

魚沼市はどの点ですか。進んでいるのか、平均から言えば上なのか下なのか、ＡとＢのその辺

をちょっと教えてほしいのですけれども。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 
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このことは冒頭申し上げましたとおり、市内に就労支援Ａ型はないということを申し上げま

した。Ｂ型が３か所あるというふうに申し上げておりますので、このＢ型の順位が県内でどの

程度なのかというのは、担当課長に説明をさせます。 

○議   長  福祉課長。 

○福祉課長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

県内のランクというようなことでございますが、ランク自体よりもこの南魚沼でどの程度の

ニーズがあって、そのニーズに対してどの程度の供給をされているかということが一番問題に

なるかと思っております。この辺の今回計画に当たりましてアンケートを今現在集計中という

ような状況でございますので、そのアンケート結果を把握した上で検討してまいりたいという

ふうに考えております。以上です。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

わかりました。そこで、ここも私の問題意識ですけれども、Ａ型が市内ではなくて、具体的

には魚沼市にある魚沼わびさんと、もう１つは津南のサンファームの２か所にとどまっている

というか、２か所ということです。私もここをちょっと訪問させてもらった中で感じる点です

けれども、やはりなかなか壁にぶち当たっているというか、最初やる前は期待したけれども、

実際に実施してみるとなかなか苦労しているというのが実感であります。 

ただ、ここをやはりもう一歩打ち破らないとやはりいけないなと。そのために、ここで引き

下がるわけにはいかない、と言うと変ですけれども、やはりそこでさまざまなＡ型事業所をと

もかく増やしていって、そしてその中から蓄積ですよね、経験・蓄積を増やしていく。使う側

から言えば、ともかくなかなか障がい者とのかかわり方に慣れないという問題もあるのですけ

れども、その辺でどう――企業は企業として利潤を追求する、これは当然です。それとの関係

の中でやはりここを打ち破るという点で、対策についてもう一度質問したいのですが、どうで

しょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

これも先ほど申し上げたとおり、就労移行Ａ型・Ｂ型事業所のニーズ、調査結果、これらに

基づいて市の自立支援協議会において検討して、計画をまず策定していこうということであり

ます。ニーズもきちんとした把握をしないと、ただ単にそういう例えば事業所ができたとして

も、そこに就労する方がいなかったということでは困りますので、そのニーズ把握、今それを

やっているところでありまして、来年からのこの計画に生かしていこうということであります。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

はい、わかりました。市としてＡ型事業所への訪問はなされていると思いますけれども、ぜ

ひ、そういった皆さんの意見、どの点で苦労されているのかというあたりを――じかに訪問を

されていると思うのですけれども、その実態はどんなでしょうか。 
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○議   長  市長。 

○市   長  ちょっとお願いがありますが、一般質問は私に対する質問でありまして、今、

課長や部長に質問するということではないわけであります。でき得れば通告をしてあるその大

まかな範囲は結構ですけれども、この数値はどうだとか、実際こうやってみてどうだとかとい

うものは、私のところへ上がってきているもの、上がってきているものがたくさんありまして、

私がたびごとに、それは何々部長に、何々課長に答弁させますというのは、これは一般質問の

形態とはなりませんので、ちょっとご理解をいただければと思うところであります。 

これは議長の裁量でありますので、答えろと言えば福祉保健部長あるいは福祉課長に答弁を

させます。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

わかりました。次に移りたいと思います。次は総合支援学校の関係であります。特別支援学

校のこれまでの取り組みの関係ですが、社会参加に向けて、働く経験を積むために年２回職場

実習に取り組んでいるそうであります。平成 26 年前期では、福祉関係、スーパー、ホテル、本

屋、保育園、クリーニング、製造業となっておりますが、出店の関係で先ほど市内では「すず

カフェ」というところが切り開いていっているわけであります。昨日の一般質問の中で六日町

駅周辺について閉店・撤退の状況との報告がありました。ですから、そういう現状とのマッチ

ングですよね。やはり出店できる可能性があるのではないか。街中に新たなにぎわいを呼び戻

せるというふうに私は考えておりますが、その点の所見をお願いいたします。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

この障がいの皆さん方の福祉サービス事業所、まあまあこういう出店的な部分について、そ

ういう事業者の希望があれば、それは市としても支援を申し上げるということを先ほど触れた

ところでありますので。例えば、例えばこのすずカフェの皆さん方が、六日町の駅前のどこか

にそれを出店したいと、こういうことであれば当然ご相談もありますし、市としても相応の支

援をして出店に向けて協力していかなければならないと思っております。 

これは市が直接やることはなかなかでき得ることではありませんので、事業者がそれもニー

ズも含めてきちんとやっていく中で、さっき議員がおっしゃったように結局事業を始めるとい

うことは、利益が全然出ないのにやるということは、自分で個人財産をつぎ込むつもりでやる

方はまた別でありますけれどもそうでなければ、なかなか事業として成り立たない部分もござ

います。その辺も勘案しながらそこに出店をしたいと、福祉サービス事業所を建てたいと、運

営したいという方がいらっしゃれば、当然先ほども触れましたように市として最大のご支援を

申し上げるということであります。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

わかりました。次（４）番目に、グループホームの関係でございます。先ほどの報告という



 - 39 -

か答弁の中で、潜在的な受け皿的なということで障がい者の親の高齢化という、私もそれを調

べる中で非常に感じているわけであります。親が健在という場合は実家に住まわれるのですけ

れども、親が亡くなられるということになってくると居場所がなくなるという、ここはやはり

私も非常に一致しているところです。そういう意味でのこのグループホームは非常にニーズが

あるということは、そこは一致している点であります。これはこれから実際にグループホーム

を増やす方向としての可能性ですけれども、例えば今、問題になっている空き家の活用だとか、

公共施設で今、空いているところなどを有効活用するという可能性について、どんなふうにお

考えか教えてください。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

現在もそれから将来もほとんど使う見込みがないという例えば公共施設ですね。例えばです

よ。それは余り今はないのですけれども、学校が空いた部分は出るかもわかりません。 

そして、民有の空き家を利用したい、これは特別何も規制することもありませんし、そうで

はないということもありません。今の一般的なグループホームもそういうことで活用している

というところも、グループホームばかりではなくてあるような気がしますので、それは全く支

障にならないということだと思っております。ただ、設備や安全的な部分ですね。このことは

相当配慮しなければならないわけでありますけれども、それは支障になるものではないという

ふうに思っております。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  １ 障がい者の就業生活支援の前進を 

４つにわたって障がい者福祉、障がい者の問題、生活支援ですけれども、６月議会以降そう

いう機会に恵まれまして、なかなか至らぬ点もあったと思いますけれども私なりに精いっぱい、

ぜひ思いが少しでも伝わるようにということで、一生懸命取り組んだわけであります。また原

点に立ちますけれども、「全ての障がい者が安心して暮らせる社会は全ての人が生きやすい社

会」に向けて、ぜひさらに、これまでの挑戦をしていただきたいということをお願いして、こ

の第１項目は終わりにしたいと思います。 

２ 豪雨災害から市民の生命・財産を守る対策を 

 それでは大きい第２項目目であります。豪雨災害から市民の生命・財産を守る対策を。（１）

甚大な被害を生んだ広島市の土砂災害を受け、南魚沼市の地域の危険箇所を改めて総点検を行

って対策を講じるべきと考えますがいかがでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 豪雨災害から市民の生命・財産を守る対策を 

広島市で発生しました土砂災害は本当に大変な状況でありまして、昨年も伊豆大島の土砂災

害ということでありましたし、全国の自治体にとりまして土砂災害の危険性あるいは対応の難

しさは、また改めて認識したところであります。南魚沼市におきます土砂災害対策といたしま

しては、平成 19 年度から土砂災害防止法に基づきます警戒区域――これはレッドゾーンとイエ
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ローゾーンとあるわけです――これにつきまして新潟県が指定を進めているところであります

が、その指定に伴う説明会を開催し、県、市で土砂災害についての啓発あるいは危険箇所の周

知を行ってまいりました。区域指定につきましては、この８月 26 日現在でありますけれども、

481 か所の指定が終了しております。今後の指定箇所を含めて当市における区域指定は、今年度

で終了予定であります。おおむね 540 か所程度になるという予定です。 

ご質問の危険箇所の総点検と対策でありますが、現在の警戒区域が市内で 481 か所もあるた

めに、全ての箇所で点検及びハード対策を行うことはこれは無理であります。特に災害の危険

性が高い箇所につきましては、県と協力しながらパトロールあるいは防止工事等ハード対策を

行っておりますけれども、その他の箇所につきましては、土砂法のこの警戒区域の指定により

まして、市民の皆様に地域の危険箇所を知っていただき、いざというときに備えるためのソフ

ト対策を進めているところであります。 

この対策といたしましては、常々申し上げております土砂災害のハザードマップの作成であ

ります。現在は説明会時にそのハザードマップの原案を資料として配布しておりますけれども、

今年度内の指定終了時に市内全域版のハザードマップの作成を計画しております。平成 26、27

年度でつくって配布予定です。また情報の伝達、とりわけ避難情報の発令・伝達を迅速・円滑

に行うために、担当部局をはじめとして体制の整備をいま進めているところであります。以上

であります。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  ２ 豪雨災害から市民の生命・財産を守る対策を 

ただいま報告がありました。きょうで一般質問４日目でありますけれども、初日から 16 番議

員そして１番議員とのやりとりをずっと私もお聞きして、そしてただいまの市長の対策につい

てもお聞きをしたわけであります。きょうもお昼休みに、北海道でのこれまでにない豪雨災害

に見舞われているという情報があったわけでありますけれども、私なりにこの問題にどう対応

していったらいいかなということをちょっと考えてきた経過があります。特にソフト面ですね。

ハードはもうありますけれども、ソフト面での提案をちょっとさせていただきたいと思ってお

ります。 

１つはもう数年前、新潟・福島豪雨からですけれども、ゲリラ豪雨という形で表現されてお

ります。いつ来るか、突発的に来るわけであります。これまでの経験、常識をはるかに超えた

豪雨が突然襲ってくる。８月の広島も、もう１時間前はわずかな雨量が、突然その１時間後に

は 100 ミリ近くになるという、恐ろしいわけであります。そういった中で行政の皆さん、気象

庁を含めて本当に日夜頑張っていらっしゃるし、情報伝達に苦労されているわけです。こうい

うこのゲリラ豪雨に対して、やはりどう立ち向かって人命と財産を守るかということだと思い

ます。 

私はキーワードがあると思います。キーワードの１つは、「住民の危機感の共有」だと思いま

す。住民の危機感の共有がキーワードだと思います。そしてもう１つは、「地域力」。この２つ

がキーワードであります。結論から申しますと、住民主導の避難、命を守る、そして地域力を
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強めるということがやはり大事ではないかなというのが、私の到達です。 

１番議員とのやりとりの中でハザードマップがあるわけですよね、ハザードマップが。ただ、

それをおろすだけでいいのかということを、１番議員はかなり強調していたわけでありますけ

れども、私もそれを聞きながら、そうだよなと。そういった資料をどう生かすかという点で、

次の提案をしたいと思います。具体的にはふさわしい形ですけれども、各集落単位、町内単位

でいいですが、市民から集まってもらって行政区、行政から示されたこうしたハザードマップ

とこういう豪雨災害の資料を見ながら危険予知活動をしてもらう。これは私は以前というか 30

年前は建設業に従事していまして、危険予知活動というのは、結構建設現場では今も定着して

いますけれども、危険予知活動を皆で出し合おうと。 

うちの集落で例えば 100 ミリの雨が降った場合にはどういう危険が起こってくるのか、川が

あったら増水した場合にはどういうことが想定されるかということを、皆で出し合う。あの沢

から水が、鉄砲水が来るとか土砂崩れが来るとか、そういう皆で知恵を出し合う作業を行うと

いうことが、やはり必要ではないか。 

その際、プロである市の職員の皆さんや専門家からも参加してもらって、そういうものを皆

で出し合いながら、ああ、あそこの沢は危ないとか、この山はもしかしたら崩れてくるかもし

れないとか、そういったことを皆で出し合いながら共有するという――危険を共有すると言う

と変ですけれども、そういう取り組みが大事ではないかという、これは私の到達でありますが、

市長の見解はいかがでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 豪雨災害から市民の生命・財産を守る対策を 

今の田村議員の提案といいますか、これはもっともであります。これが一番、本当に一番効

果のあることだと思っております。そういうこともあるがゆえに、市では自主防災組織の組織

化を進めております。おかげさまで 90 数パーセントという高い組織率――まだ組織していない

ところもちょっとあるという。自主防災組織が組織化になって、そしてこれも１番議員がおっ

しゃいましたけれども、年に１回防災訓練すればいいやと、こういうことでは本来ならないわ

けであります。 

これもちょっと触れましたけれども、区域指定のとき説明会時にハザードマップの原案を資

料として持って、そこの地域には行っているわけです。ですから、そこで地域の皆さん方が自

主的であってもいいわけですし、こういう災害が起きたときには、ではどう避難するのか。あ

るいはどういうときにそういう災害が起きるのか。今まさに議員がおっしゃった危機感の共有

をお互いにしながらいざというときに備えるという、これが本当に災害から身を守る一番の効

果のある対策だと思っております。自主防災組織とも通じて、例えばそういう専門知識が必要

な人から来てもらいたいとか、そういうことは防災意識の高い皆さんとかいろいろの方がいら

っしゃいますので、市として当然協力しながら、そういう意識の共有、そして危機感の共有、

これを深めていくことについてはご提案のとおりでありますので、進めるだけ進めていければ

と思っております。 
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○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  ２ 豪雨災害から市民の生命・財産を守る対策を 

まだ私の雑駁な内容でありますので、ぜひ、これに皆さんから、またきょうの私の雑駁な提

案に肉をつけていただいて、さらにグレードアップというか。やはり先ほども市長が言われた

とおり、本当に人命、財産を守る上での最良の方向を、ひとつお互いの知恵を集中して、立ち

向かっていきたいというふうに思っています。以上で２番目の項目はこれで終わりにします。

第３項目目であります。 

３ 市に内在する自然を生かした観光の発展をめざして 

 ３項目目に行きます。市内に内在する自然を生かした観光の発展をめざしてという大項目で

ありますが、（１）番目ですが、巻機山は日本百名山の１つです。幾つか質問がありまして、１

つは、注意看板などの明記がほとんど合併前の塩沢町のものになっている。ペンキも剥げた状

態で何が書いてあるかわかりにくい。倒れたままになっている。山の管理として放置している

ように見受けられるが、市としての管理自体についてまず伺いたいと思います。 

２つ目は尾根コース、巻機山尾根コースの７合目か８合目は、植生再起の木枠があります。

ありますが、現在再生中なのかどうか、その点を伺います。 

３つ目は、まさしく山肌が荒れて岩の露出が激しく、登山客も多く貴重な観光資源であると

考えますが、登山道整備と登山道整備以外の植生の保護についてどうした方向なのか伺いたい

ということで…… 

○議   長  田村眞一君、一問一答です。 

○田村眞一君  ３ 市に内在する自然を生かした観光の発展をめざして 

そうか。一問一答ですか、すみませんでした。言わないほうがよかったか。すみませんでし

たがよろしくお願いします。 

○議   長  市長。 

○市   長  ３ 市に内在する自然を生かした観光の発展をめざして 

田村議員にお答え申し上げます。巻機山の状況でありますが、それについての対策でありま

す。本来この自然の中にそこを征服したときの喜び、あるいは健康、こういうことを見いだせ

るのが登山の醍醐味だと言われておりまして、その点では本来できる限り自然の状態がいいと

いうことであります。本来はですね。現実には登山者によります草原や池塘の踏みつけ、ある

いは自然災害、これらによりまして荒廃が進んでいる登山道もございます。 

巻機山のまず登山道につきましては、県の県民生活環境部環境企画課で平成８年度から丸太

の階段あるいは木道整備を行ってきております。８合目付近ガレ場、ニセ巻機から避難小屋―

―これは何と読むのか、御機屋下ガレと、なかなか名前がわかりません。それから最高点付近、

これら。それから民間のボランティア団体であります「巻機山景観保全ボランティアーズ」東

京都、この皆さんが昭和 52 年から登山道の整備、あるいは地層や植生の復元を行っておりまし

て、荒廃が食いとめられて緑も増えてきております。ことしも８月 23 日から 25 日までに参加

者 15 人で、夏の保全活動が実施されました。現在養生しているところがあるということであり
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ます。 

そこで、この注意看板の明記がほとんど塩沢町になっている。それから、ペンキが剥げた状

態、あるいは倒れたままになっているというようなことがありました。この塩沢町ということ

になっている看板につきましては、随時直してまいらなければならないと思っておりますし、

ペンキが剥げた状態、あるいは何が書いてあるかわかりにくい状態というのは、現地を確認し

ますけれども、もし、具体的な部分がおわかりでしたら教えていただければすぐ対応します。 

清水のバス停の登山道入口の看板は、倒れておりましたので早急に直すということにしてお

ります。気持ちよく登山していただくために登山道の刈り払いに努めているところであります。

それから、巻機山の登山道で荒れているところは現実にありますが、清水の民宿や山岳救助隊

の方々からは、登山道が荒れて困っているという登山者からの苦情を受けることはないという

ふうにも伺っております。現段階の状況は以上であります。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  ３ 市に内在する自然を生かした観光の発展をめざして 

ぜひ、現地を登山して現地調査をし、まず現状確認をしていただいて、それがまだ許容範囲

というか、この程度ならまだ整備の必要はないとか、あるとかという範囲を、ぜひ掌握してほ

しいと思っております。 

悩ましいのはこういう整備の関係であります。先ほど、今回は巻機山をちょっとクローズア

ップしたのですけれども、越後三山でいうと八海山・中ノ岳・駒ヶ岳がございます。この見出

しにあるとおり、市内に内在する自然を生かしたということで、やはり夏場の観光を含めて登

山道が、さまざまな理由で――先ほども言った気象条件なのか、たまたま財政的な問題で予算

がつかなくて放置されているのかということも含めてですけれども、鈴木 一議員の言うよう

におもてなしですよね。おもてなしの精神で言えば、せっかく山に来たのにがっかりするよう

な光景があってはやはりならないと、裏切ってはならないという思いがいっぱいであります。

その点で市長の、巻機山にとらわれず、やはりこの南魚沼市にあるこういった山、観光に訪れ

る登山客の皆さんが、気持ちよく、ああ、また来てみたいと思うような方向での決意がござい

ましたらお願いしたいのですが。 

○議   長  市長。 

○市   長  ３ 市に内在する自然を生かした観光の発展をめざして 

平成 23 年のあの豪雨の際に、登山道が流出したり、荒れたりということがございました。そ

れは山岳遭難救助隊の皆さんも含めて大勢の皆さんからご協力いただいて、ほぼ修復、あるい

はう回路をつくったりして対応してきたところでありますし、先ほど触れましたように山岳遭

難救助隊の皆さん方に、ほとんどこのことは私たちが委託をして行っております。山、登山道

の整備も含めてです。 

その中で救助隊の皆さん方から、ここはこうしなければとても危ないとかそういうご報告が

あれば、これは早急に対応させていただきます。予算的に大きなものであればそれはまた順次

対応ということになりますけれども。ここは今巻機とありましたが、巻機の関係の部分につい
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ては、救助隊の皆さん、あるいは民宿のお客さんを泊めている皆さん方からも、登山道が荒れ

ているとか、そういう苦情というのは一切聞いておりませんので、まあまあある程度皆さん方

から満足いただいているものだと思っておりました。 

看板につきましては、先ほど触れましたように、倒れているところの現場を目撃しましたら

教えてください。我々も全て 100％把握ができているものではありませんので、そういうものは

早急に対応します。旧町名が書いてあるのは、登山道もありますし、まだあちらこちらにちょ

っとあるのです。気がつかないで直していないものと、気がついても、まあもうちょっと後で

いいだろうと思ってやっているものもあるかもわかりません。それらについては順次整備を進

めてまいりますので、よろしくお願いいたします。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  ３ 市に内在する自然を生かした観光の発展をめざして 

来たお客さんがまた来たくなるような、やはりおもてなしの気持ちで、この山に対しても配

慮を、ぜひお願いを申し上げまして終わりにいたします。終わります。 

○議   長  以上で一般質問を終わります。 

○議   長  本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。 

○議   長  次の本会議は明日９月12日金曜日、午前９時30分から当議事堂で開きます。

大変ご苦労さまでした。 

〔午後２時 15 分〕 
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